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第 1 章 総則 

 

第 1 節 工事概要 

 

1．1 適用範囲 

本特記仕様書は、徳島県危機管理部が発注する「Ｒ６防災 徳島県総合情報通信

ネットワークシステム衛星系更新工事」の施工に適用する。 

 

1．2 目的 

本工事は徳島県総合情報通信ネットワークシステム（徳島県防災行政無線設備）

のうち衛星通信設備を（一財）自治体衛星通信機構（以下、「LASCOM」という。）が

運営する地域衛星通信ネットワーク第２世代から第３世代に対応する設備に更新

するためのシステム改修工事を行うことを目的とする。 

また、民間衛星サービスを更新および新設する。 

 

1．3 工事期間 

契約締結日の翌日から令和８年３月２５日までとする。 

 

1．4 施工箇所 

施工箇所は次のとおりとする。 

（ア） 県統制庁局（1 箇所） 

（イ） 支部局（10 箇所） 

（ウ） 県出先局（16 箇所） 

（エ） 市町村局（24 箇所）（併設局*1） 

（オ） 消防局（13 箇所）（併設局*1） 

（カ） 防災関係（11 箇所） 

*1：併設局：鳴門市/鳴門市消防本部、小松島市/小松島市消防本部 
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表 1 対象局一覧表（既設と更新対象） 

既設設備 既設設備 既設設備 既設設備 既設設備 既設設備 既設設備 既設設備 更新後設備更新後設備 更新後設備 更新後設備更新後設備
計 70 13 5 5 38 71 1 1 5 36 73 1 0

No 設置場所 局番号
既設UPSの有
無

Jアラート
共⽤
（LASCOM
からの分
配）

移設計画
あり

VAST TVRO IPSTAR
ヘリサッ
ト

可搬局
（既設は
TVRO機
能のみ）

VAST
VAST
（旧
TVRO）

IPSTAR
ヘリサッ
ト

可搬局
（既設は
TVRO機
能のみ）

1 徳島県庁（HUB局） 徳島市万代町１丁⽬１番地 統制局 〇 〇 〇 〇 〇
2 徳島合同庁舎 徳島市新蔵町１丁⽬35 ⽀部局 〇 〇 〇
3 鳴⾨合同庁舎 鳴⾨市撫養町⽴岩七枚19-1 ⽀部局 〇 〇 〇
4 吉野川合同庁舎 吉野川市川島町宮島字南中須736-1 ⽀部局 〇 〇 〇
5 東部県⼟整備局徳島庁舎 徳島市南末広町37-13 ⽀部局 〇 〇 〇
6 南部総合県⺠局阿南庁舎 阿南市富岡町あ王⾕46 ⽀部局 〇 〇 〇
7 南部総合県⺠局美波庁舎 海部郡美波町奥河内字弁財天17-1 ⽀部局 〇 〇 〇 〇 〇
8 南部総合県⺠局那賀庁舎 那賀郡那賀町吉野字弥⼋かへ64-1 ⽀部局 〇 〇 〇
9 ⻄部総合県⺠局美⾺庁舎 ＊２ 美⾺市脇町⼤字猪尻字建神社下南73 ⽀部局 〇 ＊4 〇 〇 〇 〇

10 ⻄部総合県⺠局三好庁舎 舎三好市池⽥町マチ2415 ⽀部局 〇 〇 〇
11 防災センター 板野郡北島町鯛浜字⼤⻄165 ⽀部局 〇 〇 〇 〇 〇
12 消防防災航空隊 板野郡松茂町笹⽊野豊久字朝⽇野15-2 県出先機関 〇 〇 〇
13 南部防災館 海部郡海陽町浅川字⻄福良43 県出先機関 〇 〇 〇 〇 〇
14 ⽊屋平詰所 美⾺市⽊屋平字川井161番地 県出先機関 〇 〇 〇
15 中央病院 徳島市蔵本町1-10-3 県出先機関 〇 〇 〇
16 三好病院 三好市池⽥町シマ815-2 県出先機関 〇 〇 〇
17 海部病院 海部郡牟岐町⼤字中村字本村75-1 県出先機関 〇 〇 〇
18 鳴⾨病院 鳴⾨市撫養町⿊崎字⼩⾕32 県出先機関 〇 〇 〇
19 宮川内ダム 阿波市⼟成町宮川内字平間58 県出先機関 〇 〇 〇
20 福井ダム 阿南市福井町中連71-1 県出先機関 〇 〇 〇
21 企業局総合管理推進センター 徳島市新蔵町1-86 県出先機関 〇 〇
22 正⽊ダム 勝浦郡上勝町正⽊ 県出先機関 〇 〇 〇
23 川⼝発電所 那賀郡那賀町吉野字イヤ⾕72-1 県出先機関 〇 〇 〇
24 勝浦発電所 勝浦郡勝浦町⼤字棚野字⼝⽴川9-7 県出先機関 〇 〇 〇
25 ⻄部防災館 美⾺市美⾺町字中⿃ 県出先機関 〇 〇 〇 ＊12 〇
26 徳島中央警察署 ＊２ 徳島市徳島町1丁⽬5番地の2 県出先機関 〇 〇 〇 〇 〇
27 徳島県⽴東部防災館 徳島市東沖洲１丁⽬8 県出先機関 新設局 〇
28 徳島市 徳島市幸町2-5 市町村 〇 〇 〇 〇 ＊１ 〇＊13 〇＊13

29 鳴⾨市 鳴⾨市撫養町南浜字東浜160-2 市町村 （併設局）*3 〇 〇 ＊１
（併設局）
＊10

（併設局）
＊10

30 ⼩松島市 松島市⼩松島市横須町1-1 市町村
〇（併設局）
*3

〇 〇 ＊１
〇（併設
局）＊11

〇（併設
局）＊11

31 阿南市 阿南市富岡町トノ町12-3 市町村 〇 〇 〇 〇 〇
32 吉野川市 吉野川市吉野川市鴨島町鴨島115-1 市町村 〇 〇 〇 〇 〇
33 阿波市 阿波市市場町切幡字古⽥201-1 市町村 〇 〇 〇 〇 〇
34 美⾺市 美⾺市⽳吹字九反地5 市町村 〇 〇 〇 〇 〇 〇
35 三好市 三好市池⽥町シンマチ1500-2 市町村 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
36 勝浦町 勝浦郡勝浦町⼤字久国字久保⽥3 市町村 〇 〇 〇 〇 〇
37 上勝町 勝浦郡上勝町⼤字福原字下横峰3-1 市町村 〇 〇 〇 〇 〇 〇
38 佐那河内村 名東郡佐那河内村字中辺71-1 市町村 〇 〇 〇 〇 〇
39 ⽯井町 名⻄郡⽯井町⾼川原字⾼川原121-1 市町村 〇 〇 〇 〇 〇
40 神⼭町 名⻄郡神⼭町神領字本野間100 市町村 〇 〇 〇 〇 〇 〇
41 那賀町 那賀郡那賀町和⾷郷字南川104-1 市町村 〇 〇 〇 〇 〇 〇
42 牟岐町 牟岐町⼤字中村字本村7-4 市町村 〇 〇 〇 〇 〇 〇
43 美波町 那賀郡美波町奥河内字本村18-1 市町村 〇 〇 〇 〇 〇 〇
44 海陽町 那賀郡海陽町⼤⾥字上中須128 市町村 〇 〇 〇 〇 〇 〇
45 松茂町 板野郡松茂町広島字東裏30 市町村 〇 〇 〇 〇 〇
46 北島町 板野郡北島町中村字上地23-1 市町村 〇 〇 〇 〇 〇 〇
47 藍住町 板野郡藍住町奥野⽮上前52-1 市町村 〇 〇 〇 〇 〇
48 板野町 板野郡板野町吹⽥字町南22-2 市町村 〇 〇 〇 〇 〇
49 上板町 板野郡上板町七条字経塚42 市町村 〇 〇 〇 〇 〇 〇
50 つるぎ町 美⾺郡つるぎ町貞光字東浦1-3 市町村 〇 〇 〇 〇 〇 〇
51 東みよし町 三好郡東みよし町加茂3360 市町村 〇 〇 〇 〇 〇 〇
52 徳島市消防局 徳島市新蔵町1-88 消防 〇 ＊１ 〇＊13 〇＊13

53 鳴⾨市消防 鳴⾨市撫養町南浜字東浜160-2 消防
〇（併設局）
*3

〇 〇 ＊１
〇（併設
局）＊10

〇（併設
局）＊10

54 ⼩松島市消防 ⼩松島市横須町1-1 消防 （併設局）*3 〇 ＊１
（併設局）
＊11

（併設局）
＊11

55 阿南市消防 阿南市富岡町トノ町1-1 消防 〇 〇 〇 〇 〇
56 美⾺市消防 美⾺市脇町字拝原1742-1 消防 〇 〇 〇 〇 〇
57 那賀町消防 那賀郡那賀町百合字⽯橋250 消防 〇 〇 〇 〇 〇
58 名⻄消防 名⻄郡⽯井町⾼川原字⾼川原66-8 消防 〇 〇 〇 〇 〇 〇
59 海部消防 海部郡牟岐町⼤字川⻑真光寺98-1 消防 〇 〇 〇 〇 〇 〇
60 板野東部消防 板野郡松茂町広島字⻄川向25 消防 〇 〇 〇 〇 〇
61 板野⻄部消防 板野郡板野町羅漢字前⽥35 消防 〇 〇 〇 〇 〇
62 中央広域連合 吉野川市鴨島町鴨島115-1 消防 〇 〇 〇 〇 〇
63 美⾺⻄部消防 美⾺市美⾺町字天神119 消防 〇 〇 〇 〇 〇
64 みよし広域連合 三好郡東みよし町⾜代345-1 消防 〇 〇 〇 〇 〇
65 ⻑安⼝ダム 那賀郡那賀町⼩浜字⽴⽯5-4 防災関係 〇 〇 〇
66 徳島地⽅気象台 徳島市⼤和町2-3-36 防災関係 〇 〇 〇
67 徳島海上保安部 ⼩松島市⼩松島町字外開1-11 防災関係 〇 〇 〇
68 第１４施設隊 阿南市那賀川町⼩延413-1 防災関係 〇 〇 〇
69 徳島教育航空群 板野郡松茂町住吉字住吉開拓38 防災関係 〇 〇 〇
70 第２４航空隊 ⼩松島市和⽥島町洲端4-3 防災関係 〇 〇 〇
71 ⽇⾚県⽀部 徳島市庄町3丁⽬12-1 防災関係 〇 〇 〇
72 徳島⾚⼗字病院 ⼩松島市⼩松島町字井利ノ⼝103 防災関係 〇 〇 〇
73 NHK徳島放送局 徳島市寺島本町東1丁⽬28 防災関係 〇 〇 〇
74 四国放送 徳島市中徳島町2-5-2 防災関係 〇 〇 〇
75 エフエム徳島 徳島市寺島本町⻄1-61 防災関係 〇 〇 〇
76 徳島県消防防災ヘリコプター 板野郡松茂町笹⽊野豊久字朝⽇野15-2 ヘリコプター 〇 〇
77 徳島県衛星可搬局 徳島市万代町1丁⽬1番地 可搬局 〇

＊１： 既設：徳島市・徳島市消防局、鳴⾨市・鳴⾨市消防本部、⼩松島市・⼩松島市消防本部は併設局のため、各2施設に対してIPSTARは1装置を設置して共⽤している。
＊２： 既設：災害対策本部が設置される代替庁舎（中央警察署、⻄部総合県⺠局美⾺庁舎）
＊3： 既設：併設局のため、併設元（鳴⾨市消防、⼩松島市）にUPSを１台設置し、市/消防の両局設備に電源供給している。
＊4： 既設：⻄部総合県⺠局美⾺庁舎、IPSTAR系端末の設置箇所（２か所）毎にUPSを設置（計2台）している。

＊10：更新後：鳴⾨市・鳴⾨市消防本部（併設局）は、鳴⾨消防にVSAT/IPSTARを設置共有し、端末は両局に設置する。
＊11：更新後：⼩松島市・⼩松島市消防本部（併設局）は、⼩松島市にVSAT/IPSTARを設置共有し、端末は両局に設置する。
＊12 ：更新後：⻄部防災館は既設TVROであるが、LASCOMは更新しないで撤去する。 
＊13：更新後：徳島市・徳島市消防局は併設局から⾮併設局（単独設置）に変更する。  
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1．5 工事範囲 

本工事の受注者（以下「乙」という。）は本特記仕様書及び設計図書に基づき下

記の工事を行い、システムの正常稼働を確認し、発注者に引渡すまでの作業一切を

行うこと。 

（1）通信設備機器の設計・製造 

（2）機器設置工事 

（3）現地試験・調整 

（4）現地システム確認・検査 

（5）その他付帯工事 

（6）不要となる設備・機器の撤去 

（7）（一財）自治体衛星通信機構との手続き対応 

（8）総務省総合通信局検査対応 

（9）甲の行う検収検査対応 

（10）その他必要な対応 

 

1．6 工事内容 

1．6．1 衛星通信システム更新工事 

本システムは、地上系防災行政無線設備との二重構成として位置付け、徳島

県総合情報通信ネットワークシステムネットワーク網全体の信頼性向上を目

的として設置されている、LASCOM が提供する地域衛星通信ネットワークのサー

ビスを適用するものとし、第２世代から第３世代へ移行する。 

 

1．6．2 交換機能 

既設設備では、県庁局と VSAT 局間で音声/FAX 通信を行っている 

既設衛星系防災行政無線設備の更新（第２世代から第３世代へ移行）に係る

交換機能の改修を行う。 

 

1．6．3 一斉指令機能 

既設一斉指令機能（県独自アプリ）では地上系回線を使用している。衛星系

回線は一斉機能では回線は使用していないが、交換機のログを一斉システムで

実現している。 

既設衛星系防災行政無線設備の更新（第２世代から第３世代へ移行）に係る

一斉指令機能の改修を行う。 

 

1．6．4 消防庁一斉指令システム 

既設衛星系防災行政無線設備の更新（第２世代から第３世代へ移行）に係る

交換機能の改修を行う。 
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1．6．5 映像情報機能 

既設設備では、映像配信設備（NTSC マトリスクスイッチャ）に接続された映

像情報を LASCOM により各局へ配信する。また県庁のスイッチャで選択した映

像情報を LASCOM へ送信している。 

既設衛星系防災行政無線設備の更新（第２世代から第３世代へ移行）に係る

映像情報機能の改修を行う。 

 

1．6．6 ヘリサットシステム 

既設設備では、LASCOM 第 2 世代受信設備から信号を分配して既設ヘリサット

受信装置に接続している 

既設衛星系防災行政無線設備の更新（第２世代から第３世代へ移行）に係る

ヘリサットシステムの改修を行う。 

 

1．6．7  J-ALERT（全国瞬時警報システム）機能 

既設設備では、LASCOM 第 2 世代受信設備から信号を分配して既設ヘ J-ALERT

装置に接続している。 

既設衛星系防災行政無線設備の更新（第２世代から第３世代へ移行）に係る

J-ALERT の改修を行う。 

 

1．6．8 監視系機能  

既設設備では、監視装置にて LASCOM 機器を監視している。 

既設衛星系防災行政無線設備の更新（第２世代から第３世代へ移行）に係る

監視系機能の改修を行う。 

 

1．6．9 ＩＰネットワークシステム 

既設設備では全庁 LAN、多重無線回線 全庁 LAN、多重無線回線を使用し

て、IP ネットワークを構成している。 

既設衛星系防災行政無線設備の更新（第２世代から第３世代へ移行）に係る

IP ネットワークの改修を行う。 

 

1．6．10 民間衛星サービス（固定系）の更新工事 

既設設備では、非常時における通信を確保するため、民間衛星通信サービス

により、IP 電話、FAX、インターネット閲覧、気象情報の E-Mail 受信を行って

いる。 

民間衛星サービス（固定系）を更新する。 

 

1．6．11 民間衛星サービス（移動系）の新設工事 

災害時に災害現場との通信を確保するために、可搬運用向け民間衛星サービ
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スを新設する。 

 

1．7 その他 

本工事の施工方法及び整備工程の選定等に関しては、本設備の社会的役割の重要

性及び費用対効果を向上させることを勘案し、次の事項を十分に担保して行うもの

とする。 

ア．現行の防災対策業務の運用を極力変更することなく、緊急時には設備の運用

が可能となるように、運用の継続性に特に留意すること。 

イ．新設する機器は、既設徳島県総合情報通信ネットワークシステムの機器と同

等以上の信頼性を有すること。 

ウ．本工事におけるシステム及び関連システムにおいては、高度通信技術の活用

を図りつつ、運用の簡便化を図るものとする。 

エ．新旧システムの移行については、運用の停止期間が最短となるよう特に留意

すること。 

オ．新システムの完成後、現在運用中の設備の撤去を行うものとする。  

カ．本仕様書（図面及び設計図書を含む）に記載がない、あるいは記載が不十分

な事項であっても、機能を満足するために当然不可欠である事項については、

発注者/受注者で協議の上、受注者にて補足して施工すること。 

キ．既設徳島県総合情報通信ネットワークシステム（衛星系設備以外）について、

衛星系設備施工による影響が無いかを確認するために、施工完了後に必要な

場合は簡単な動作確認を行うこと（260MHz デジタル無線の通話試験など）。

対象設備と確認方法については発注者と協議すること。 

ク．LASCOM 設備の施工に際し、LASCOM 第３世代網接続施工管理者を適切に配置

し、（一財）自治体衛星通信機構と技術的なやり取りを円滑に実施できる体

制を整えて接続作業にあたること。 

ケ．LASCOM 第 3 世代化に伴う必要な免許申請（地球局免許、携帯基地地球局免許

(ヘリサット用）等）を（一財）自治体衛星通信機構に依頼するため、申請

に必要な資料を自治体衛星通信機構に確認し作業を進めること。 
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1．8 留意点  

施工に際しては、下記の点に十分留意して行うこと。  

(1) 各局の各機器の設置位置については、打合せ協議にて確認すること。 

(2) 工事関係について、特にコア貫きなど建物に加工を行う場合は、コア貫きの

詳細な位置、サイズ、本数など具体的に示し打合せ協議にて決定すること 

(3) 庁舎移転を計画中の庁舎については、庁舎の建築計画、建築工事の進捗、移

転の時期等について、発注者及び各自治体の担当者等と綿密に打合せを行い、

適切に対応するものであること。 

(4) ケーブルルートは既設ルートと同様とするが、施工前に再確認を行い、既設

ルートの配線が困難な場合には、新たなルートを調査し施工を行うこと。 

(5) 新設設備を既設システムや他システム等と接続する場合は、接続工事を実施

する時期及び手順等について、発注者と十分打ち合わせるものとする。 

(6) 宮川内ダムの空中線設置位置（IPSTAR アンテナ、BS アンテナ）については、

打合せ協議にて確認すること。 

(7)以下の局については、新庁舎への移設等が検討されているため、設置位置等

については、打合せ協議にて確認すること。 

1） 徳島市 

計画：防災棟を新設予定。（設計が令和 6 年度中に終了予定）令和 8年 1

月竣工予定。 

発注図面は新庁舎にて作成している。 

2） 鳴門市 

計画：新庁舎建設中。令和 6 年 5 月頃より、新庁舎での業務開始予定。 

発注図面は新庁舎にて作成している。 

3） 三好市 

計画：新庁舎設計、建設中。令和 7 年 1 月頃より、新庁舎での業務開始

予定。 

発注図面は新庁舎にて作成している。 

4） 名西消防 

計画：令和 7～8 年度に本館、車庫棟と順次竣工予定（新庁舎は設計前）。 

発注図面は既設庁舎にて作成している。 

5） 海部消防 

計画：令和 7～8 年度に竣工予定（新庁舎は設計前）。 

発注図面は既設庁舎にて作成している。 

6） 東みよし町 

計画：新庁舎設計中（令和 6 年）。 

発注図面は既設庁舎にて作成している。 
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第 2 節 一般事項 

 

2．1 諸法令の遵守 

乙は、本工事の実施にあたり、本特記仕様書及び設計図書によるほか、下記の法

令及び規格等を遵守すること。 

（1）電波法及びその関係法令 

（2）電波法関係審査基準（総務省訓令及び四国総合通信局における審査基準） 

（3）電気通信事業法及びその関係法令 

（4）電気設備に関する技術基準 

（5）電気通信設備工事共通仕様書 

（6）（社）情報通信技術委員会基準（TTC 勧告） 

（7）消防法及びその関係法令 

（8）建築基準法及びその関係法令 

（9）公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編） 

（10）国際標準化機構標準（ISO） 

（11）日本工業規格（JIS） 

（12）日本技術標準規格（JES） 

（13）日本電気規格調査会標準規格（JEC） 

（14）日本電気工業会標準規格（JEM） 

（15）日本蓄電池工業会規格 

（16）非常通信確保のためのマニュアル 

（17）（一財）自治体衛星通信機構 標準規格「LASCOM 第３世代網機器標準規格書集」 

（18）（一財）自治体衛星通信機構 開設・運用ガイドライン 

（19）土木工事共通仕様書 

（20）徳島県関係条例等諸規定 

（21）その他関連法令等 

 

2．2 既存システムとの整合 

本工事の施工にあたっては、新システムと既存システムとの整合性が必須条件と

なる。この既存システムとの整合を図り、システム機能を満足すること。 

 

2．3 仕様書の疑義 

乙は本仕様書に疑義を生じた場合は、甲に連絡のうえ指示を受けるものとする。 

甲、乙の解釈が相違する場合は、甲、乙が協議して定めるものとする。 

また、本仕様書に記載されていない事項であっても、工事の性質上当然施工すべ

きであると認められる事項は、乙の負担において施工するものとする。 

 

2．4 官庁等の手続き及び検査 
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（1）本工事に必要な諸官庁並びに事業会社に対する諸申請、出願等の手続きは、甲の指

示のもと、乙の責任において行うこと。 

（2）上記の諸申請、出願等に委任状が必要な場合はその都度、甲に申し出てその交付を

受けること。 

（3）諸申請、出願及びこれらに伴い、甲の立会い又は同行を必要とする場合、あらかじ

め甲に連絡し、甲の指示を得ること。 

（4）諸申請、出願等の際は、その書類の控えを甲に提出すること。 

（5）官庁検査の際は、現地据付調整結果（データ等）をまとめて検査官の要求に応じて

準備し提出すること。 

なお、乙は関係諸法令で定める無線局運用に必要な書籍、帳簿等を各無線局に備え

ること。ただし、総務大臣が無線局ごとに備え付ける必要がなく、共用を認める無線

検査簿、無線業務日誌、法及びこれに基づく命令の集録（法令集）等については県庁

統制局に納入するものとし、その納入数等は別途甲が指示する。 

（6）上記諸申請、出願等に要する書類の作成及び申請手続や検査費用等、これらの業務

に伴う諸費用は全て乙の負担とする。 

 

2．5 機器仕様 

乙は、機器の製作に先立ち、機器の製作納入仕様書を提出し、甲の承認を得るも

のとする。また、製作納入仕様書は原則として第 2 章機器仕様を満たすものとする

が、差異が生じる場合は承諾書にて承認を得るものとする。 

 

2．6 施工図面 

工事設計図面に、工事箇所毎に本工事に必要な工事設計図面を示すが、本工事の

施工実施に先立ち、必要な現場取付図、組立図、施工図、詳細図又は甲の指示する

図面及び強度計算書等は遅滞なく提出し、甲の承認を得たうえで施工すること。 

 

2．7 調査 

（1）工事施工に必要な調査等は、甲の指示の元、乙において実施し、その結果は書面を

もって甲に報告すること。 

（2）測量、試験等の実施方法は甲の指示する方法で行うものとする。 

 

2．8 保護及び危険防止 

（1）本工事の施工に際し、建物、その他に損傷を与えないよう必要に応じて適切な保護、

養生を行うものとし、損傷を与えた場合は甲の指示に従い速やかに復旧させること。 

（2）本工事の施工に際し、隣接工作物や通行人等に対して損害を与えないよう必要な保

護設備等の設置を計画し、甲の監督職員及び関係機関の承認を得て円滑な工事を実施

すること。 

（3）本工事中に危険の恐れのある場所には、囲柵その他適切な保護施設を備え、夜間は
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赤色注意灯及び適切な照明等を施すこと。 

（4）乙は常に安全確保に細心の注意を払い、人身災害の絶無を期さなければならない。 

（5）危険を伴う作業に対しては、その都度適切な危険防止施設を施し、作業員が不安な

く就業できるようにしなければならない。万が一事故が発生した場合は、速やかに必

要な応急処置を行うとともに直ちに甲に報告して、その指示を受け対応すること。 

（6）上記の処置にトラブルが起こった場合は、乙の責任で対処すること。 

 

2．9 仮設工事 

（1）工事施工に必要な仮設備を敷設する場合は、その計画を甲に提出し承認を得ること。

また、工事完了後は遅滞なく撤去し原形を回復すること。 

（2）本工事の施工を遂行するため、既設設備等の仮設が必要となる場合は、あらかじめ

甲に承認を得ること。 

 

2．10 完成図書 

乙は引渡しに際し、竣工図、完成写真、納入機器一覧、取扱説明書、試験成績書

等甲の指示するものを指定する部数提出すること。 

 

2．11 教育・講習 

（1）乙は現場据付が完了し、諸検査完了後に現地での機器取扱い並びに運用上の注意事

項を含めた講習を行うこと。 

（2）本講習は、このシステム全体並びに主要な取扱方法等を説明した資料を作成のうえ

行うこと。 
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第 2 章 徳島県総合情報通信ネットワークシステムの概要 

第 1 節 システムの概要 

1．1 システムの概要 

徳島県総合情報通信ネットワークシステムは、多重無線ネットワーク、ＩＰネッ

トワーク、デジタ ル総合無線ネットワーク、地域衛星通信ネットワーク、全庁 LA

N ネッ トワーク、衛星インターネット及び各種の関連システムが有機的に連携・

機能し、県庁統制局を中枢局として、支部局、市町村局、消防機 関局、県出先局、

防災関係機関局等とを結ぶ総合情報通信ネットワークシステムとして運用する。 

本システムでは、一斉系指令システム、音声伝送、ＦＡＸ伝送、データ（メール）

伝送及び映像伝送等の通信サービスを提供している。 

 

本工事では、衛星通信回線について、（一財）自治体衛星通信機構が運営する第 2

世代衛星通信ネットワークから第 3 世代衛星通信ネットワークに移行する。 

また、民間衛星サービスを更新する。 
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1．2 全体構成概念図（現状） 

全体構成概念図（現状）を下図に示す。  
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1．3 全体回線地理図（現状）  

全体回線地理図（現状）を下図に示す。  
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1．4 全体回線系統図（現状）  

全体回線系統図（現状）を下図に示す。 
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第 2 節 各関連システムの概要（既設関連システムの概要） 

徳島県総合情報通信ネットワークシステムは、以下の関連システムから構成さ

れている。 

各関連システムの既設の概要を以下に示す。 

 

2．1 多重無線ネットワークシステム  

多重無線ネットワークシステムは、県庁統制局はじめ無線中継局及び支部局まで

を結ぶもので、音声・ＦＡＸ・データによる一斉指令伝達、交換機接続による電話

通話、全庁ＬＡＮのバックアップ回線として運用されている。  

  

2．2 ＩＰネットワークシステム  

ＩＰネットワークシステムは、多重無線回線上に構築し、各局間でのＩＰ伝送と

して運用されている。 

  

2．3 デジタル総合無線ネットワークシステム  

デジタル総合無線ネットワークシステムは、県庁統制局から市町村等に設置する

端末局、移動局との間でダイヤル操作による個別 通信、グループ通信、一斉通信、

統制通信、緊急連絡等として運用されている。  

  

2．4 地域衛星通信ネットワークシステム  

地域衛星通信ネットワークシステムは、現システムで使用している（一財）自治

体衛星通信機構が運営する地域衛星通信ネットワークの第2世代システムを利用す

るもので、県庁統制局に衛星通信系設備を設置し、衛星地球局間で衛星回線を構成

として運用されている。  

県庁統制局以外の支部局は、多重無線系システムを介して県庁統制局衛星系設備

経由で県外衛星地球局間と個別通信として運用されている。  

260ＭＨｚ帯(デジタル)半固定局から県庁統制局経由で県外の 260ＭＨｚ帯(デ

ジタル)半固定局と接続でき、その逆の接続も可能として運用されている。  

市町村等の局は、既設のデジタルＩＲＤを利用してデジタル映像の受信を可能と

して運用されている。  

  

2．5 衛星インターネットシステム  

衛星インターネット（IPSTAR）は、新システムの伝送路である地上系（多重系及

びデジタル総合系）ネットワークが、災害等の罹災で正常な通信が確保できない状

態に陥った際、通信事業者が運営する衛星インターネットのインターネット接続機

能を活用して、ｗｅｂ検索、ＩＰ電話／ＦＡＸにより、防災関連情報を収集、発信

するものとして運用されている。また、多重無線ネットワークシステムやデジタル

総合無線ネットワークシステムを介して支部局や各端末局に自動送信されている
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各種気象情報配信のバックアップとして PC 向けに E-Mail 配信を行っている。 

  

2．6 一斉指令系システム  

一斉指令機能として、県庁統制局から指定する多数の対象局に対して緊急性の高

い情報を同時に伝送するものとして運用されている。 

なお、一斉指令の種別としては、情報伝達の正確性を確保できる文書データによ

る情報伝達と、気象庁が発表した情報等を自動的に送出することが可能とするもの

として運用されている。  

  

2．7 交換系システム  

交換系システムは、県庁、支部局相互間で IP 通信による音声伝送 及びＦＡＸ

通信等の交換接続を行うものとして運用されている。また、県内の各局から県庁統

制局の衛星系システムを経由して地域衛星通信ネットワークに加入した県外の衛

星地球局に対して電話及びＦＡＸ通信等の接続制御を行なうとして運用されてい

る。 

  

2．8 運用管理系システム  

運用管理系システムは、新システムの中枢局である県庁統制局に おいて、各構

成局に設置された機器設備の稼動状況を遠方監視すると共に、必要に応じて設備機

器の起動・停止や動作切替え等の遠隔制御を行なってシステム全体の円滑な運用を

確保するための監視制御システムとして運用されている。  

  

2．9 映像系システム  

映像系システムは、県庁・支部局等に設置される監視カメラの映像及び、ヘリサ

ット映像、ヘリテレビ映像、地域衛星通信ネットワークによる映像、テレビ放送な

ど、映像ソースを選択制御し、大型表示装置、防災関連各室等に表示するとともに、

映像及び音声の記録・保存・編集などを行うものとして運用されている。  

  

2．10 ヘリサットシステム  

ヘリサットシステムは、LASCOM 第 2 世代システムと連携し、県庁統制局に受信設

備、制御装置及び地図映像生成装置等を設置し運用している。 

受信した映像及び蓄積した過去のフライト映像は、県庁万代庁舎のテレビ共聴、

LASCOM 第２世代システムにより地域衛星通信ネットワークシステムへの配信、多重

無線ネットワークにより各支部局へ配信を行っている。 

また、県庁統制局の被災を想定し、代替拠点（中央警察署、南部総合県民局美波

庁舎、西部総合県民局美馬庁舎、防災センター）から多重無線ネットワークと可搬

型バックアップ端末を利用し県庁統制局へ接続し、ヘリサット用回線の制御等が可

能となっている。 
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2．11 その他  

その他のシステムとして、消防庁一斉、無線ＬＡＮ及び消防デジタルの各システ

ムがある。 

 

2．12 電源系システム  

緊急時の重要な情報伝達網として機能する新システムが非常災害時においても

平常時と同様に高い信頼性を確保するには、システムを構成する設備機器に対して

安定した電力を常時供給する必要がある。  

電源システムは、平常時は勿論のこと停電時においても非常用発電機や無停電電

源装置などを使って設備機器に対して必要な電力を安定して供給するものとして

運用されている。  

電源系システムは、無停電電源装置、－４８Ｖ系直流電源装置、 ＋１３．８Ｖ

系直流電源装置、発動発電機、インバータ、耐雷トランス等から構成するものとし

て運用されている。 
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第 3 節 各局の更新内容 

3．1 各局（機能）の更新内容 

各局（機能）の更新内容を以下に示す。 

 

No 局別 対象局 既設機能 更新後機能 

1 県庁局 県庁統制局 1 局 ①LASCOM 衛星映像送受

信 

②J-ALERT 1GHz 帯信号

分岐 

③防災電話 

④監視制御 

⑤ヘリサット 

①LASCOM 衛星映像送受信 

・既設映像装置に接続する 

②J-ALERT 1GHz 帯信号分岐 

・J-ALERT は、J-ALERT 専用

アンテナの設置を行う。 

③防災電話（VSAT 局との電

話接続） 

・更新後も、既設交換機と

接続する。 

④監視制御 

・第 3 世代化に伴なう、既

設監視設備（LASCOM 第 2 世

代の監視画面）の画面は更

新しない（運用により対

応）。 

⑤ヘリサット 

・第 3 世代化に伴う、IF 合

成分配装置の新設等 

2 VSAT 局 西部支部美馬 

南部支部美波 

南部防災館 

防災センター 

計 4 局 

①LASCOM 衛星映像受信 

②防災電話 

③接点監視（LASCOM に

よる接点監視機能につ

いては南部防災館のみ

非常用発電機の監視３

点） 

①LASCOM 衛星映像受信 

②防災電話 

・第 3 世代化に伴い、既設

交換機を改修する。 

③接点監視（既設南部防災

館のみの機能）：LASCOM で

の接点監視は不要とする。 

3 TVRO 局 

→VSAT 局に

更新 

市町村 14 局 

消防局 10 局 

①LASCOM 衛星映像受

信 

②J-ALERT 1GHz 帯信号

分岐（市町村のみ） 

・LASCOM 第３世代化に伴

って、TVRO 局は全局 VSAT

局へ変更する。 

①LASCOM 衛星映像受信 

②J-ALERT 1GHz 帯信号分

岐（市町村のみ、別途工事） 

③防災電話 

・ LASCOM 機 器 に 直 接
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No 局別 対象局 既設機能 更新後機能 

TEL/FAX（TEL１/FAX１を世

予定）を接続する。 

4 TVRO 局 

（県一斉受

令用復調部

有） 

→VSAT 局に

更新 

市 町 村 沿 岸 ※ 

10 局 

①LASCOM 衛星映像受

信 

②J-ALERT 1GHz 帯信号

分岐 

③県一斉 音声一斉受

令（津波一斉） 

・LASCOM 第３世代化に伴

って、TVRO 局は全局 VSAT

局へ変更する。 

①LASCOM 衛星映像受信 

②J-ALERT 1GHz 帯信号分

岐（市町村のみ、別途工事） 

③防災電話 

・ LASCOM 機 器 に 直 接

TEL/FAX（TEL１/FAX１を世

予定）を接続する。 

④県一斉 音声一斉受令

（津波一斉）：更新は不要

（撤去）。 

5 IPSTAR 県庁 1 局 

支部 11 局 

市町村 14 局 

市町村沿岸 11

局 

消防局 12 局 

県出先機関 13

局 

防 災 関 係 機 関 

11 局 

①ＩＰ電話 

②複合機（FAX/プリンタ

ー） 

③ＰＣ（インターネット

閲 覧 ・ 気 象 情 報 の

E-Mail 受信用） 

既設と同等の機能とする。 

①ＩＰ電話 

②複合機（FAX/プリンター） 

③ＰＣ（インターネット閲

覧・気象情報の E-Mail 受信

用） 

※市町村沿岸：徳島市消防、鳴門市消防、小松島市消防、阿南市、牟岐町、美波町、海陽

町、松茂町、北島町、藍住町の 10 箇所 
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3．2 衛星通信設備の更新内容 

更新後のシステム仕様概要を下記に分類して記載する。 

①更新する通信インフラ設備の内訳 

②既設設備の改修内容（LASCOM 第 2 世代→第 3世代） 

③既設 民間衛星回線 設備の改修内容（IPSTAR から同等の別サービスへ更新） 

 

①更新する通信インフラ設備の内訳 

既設通信インフラ設備 更新内容 

②―１ 

地球衛星無線系（LASCOM） 

LASCOM：第２世代から第３世代へ更新 

②―２ 

TVRO（LASCOM） 

LASCOM：第２世代から第３世代へ更新（VSAT 局へ移行） 

③ 衛 星 イ ン タ ー ネ ッ ト

（IPSTAR） 

IPSTAR から同等サービスへ更新（固定運用） 

・IPSTAR（後継サービス） 

また、可搬運用が可能な民間衛星回線（インターネット接続

用）として下記を新設。 

・Starlink 
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②既設設備（関連システム）の改修内容 

既設設備の改修内容（LASCOM 第 2 世代→第 3 世代） 

改修する既設機能 使用回線 既設内容 改修内容 

1)交換機能 

・音声通信 

・FAX 通信 

LASCOM 

（全国共

用網） 

・県庁局と VSAT 局間で音

声/FAX 通信を行っている。 

・県庁局は更新後も、既設交換

機と接続する。 

・VSAT 局は、第 3 世代化に伴

い、県内の既設交換機を改修す

る。 

2)一斉指令機能

（県独自アプリ） 

・一斉指令発令 

・一斉指令受令 

地上系回

線 

・既設 一斉指令機能（県

独自アプリ）では地上系回

線を使用している。衛星系

では一斉回線は使用して

いない。 

 

・LASCOM では一斉指令機能を

搭載しないこととする。 

3)消防庁一斉指令

システム 

 

LASCOM LASCOM 第 2 世代の消防庁

一斉指令システム（気象サ

ーバの情報） 

 

・LASCOM 第 3 世代用の消防庁

一斉指令システムに更新する。 

・第 2 世代、第 3 世代の併設運

用は不要とする。 

4)映像情報機能 

・映像送信 

・映像受信 

LASCOM 

（全国共

用網） 

映像配信設備（NTSC マト

リスクスイッチャ）に接続

された映像情報を LASCOM

により各局へ配信する。ま

た県庁のスイッチャで選

択した映像情報を LASCOM

へ送信する。 

 

・県庁局：既設映像配信設備と

同様の映像情報を各局へ配信

する。また県庁のスイッチャで

選択した映像情報を LASCOM へ

送信する。 

・県庁局：施工中は、新設

J-ALERTアンテナの信号を分配

して既設 IRD（第 2 世代）に接

続して、映像受信ができるこ

と。 

端末局：端末局（VSAT 局）に

て、受信した LASCOM 映像信号

を庁舎内のモニタに映像送信

する。 

5)ヘリサットシス

テム 

 

LASCOM 

（ CH 借

り） 

県庁局：LASCOM 第 2 世代

受信設備から信号を分配

して既設ヘリサット受信

装置に接続している。 

既設ヘリサットを流用。 

県庁局：LASCOM 第 3 世代受信

設備から信号を分配して既設

ヘリサット受信装置に接続す

る。 
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6) J-ALERT（全国

瞬時警報システ

ム）機能 

LASCOM 県庁局他：既設 J-ALERT

局：LASCOM 第 3 世代受信

設備から信号を分配して

既設ヘ J-ALERT 装置に接

続。 

J-ALERT は、LASCOM 第 3 世代ア

ンテナからの分岐は行わず、

J-ALERT専用アンテナの設置を

行う。 

7)監視系 地上系回

線 

 

LASOCM 監 視 装 置 に て

LASCOM 機器を監視してい

る。 

統合監視装置に情報を上

げている。 

 

第 3 世代化に伴なう、既設監視

設備（LASCOM 第 2 世代の監視

画面）の画面は更新しない（運

用により対応）。 

＜参考＞：LASCOM（全国共用網）

は LASCOM にて監視。 

8)IP ネットワーク

システム 

全庁 LAN、

多重無線

回線 

全庁 LAN、多重無線回線を

使用して、IP ネットワー

クを構成している。 

LASCOM は一部の局（県庁、

西部支部美馬局、南部支部

南局）のみ、IP ネットワ

ークシステムに接続され

ている。 

第 3 世代化に伴い、IP ネット

ワークと LASCOM 回線の接続は

止める。 
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③既設 民間衛星サービス設備（固定系）の更新 

改修する既設機能 使用回線 既設内容 改修内容 

①ＩＰ電話 民間衛星回

線 

既設：IPSTAR の電話サー

ビスを終了（2023/10）に

より代替えとして、SKYPE

を使用している。 

既設同様に、衛星通信事

業者の電話サービスを使用

する（既設同様の運用（市

町村、関係機関との電話）

を確保するため）。 

現状提供しているサービ

スなので、電話サービス（地

上系 260MHｚ）のバックアッ

プとして継続する方向とす

る。 

②複合機（FAX/プ

リンター） 

民間衛星回

線 

既設：IPSTAR のメール機

能により FAX 送信してい

る。（パナソニック FAX を

使用してたが、パナソニッ

ク FAX が製造中止になっ

たので、CANNON 複合機を

使用している。） 

 

既設同様に、県庁の FAX

装置において、FAX グループ

登録機能を使用して市町へ

順次（一斉でなく）送信す

る。 

③ＰＣ（インター

ネット閲覧用） 

民間衛星回

線 

既設：インターネット閲覧

用（災害時の気象情報や道

路情報の収集及び地上系

一斉指令のバックアップ

として気象情報の E-Mail

受信などをしている。） 

現状と同様に PC でインター

ネット閲覧を行ったり、気象

情報の E-Mail 受信を行う構

成とする。 

 

 

 

④民間衛星サービス設備（移動系）の新設 

災害時に災害現場との通信を確保するために、可搬運用向け民間衛星サービス設備を

新設する。 
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3．3 現状・更新後の衛星系のシステム構成 

現状および更新後の衛星系のシステム構成を以下に示す。 
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3．4 徳島県 既設 衛星設備システム構成図 

シェルタ

第2世代
送受信装置

第2世代
衛星端局装置

第2世代
アンテナ装置

第2世代
アンテナ装置

受信装置

一斉モデム

個別IPモデム

第2世代
アンテナ装置
送受信装置

IRD

県庁局

VSAT局　４局（西部支部美馬局＊２、南部支部美波局、南部防災館局、防災センター局（*1あり））

TVRO局：38局（市町村（14局）、沿岸市町村（10局：*3あり）、県出先（２局、内中央警察署局
は代替え局＊２）、消防（12局）

消防庁一斉
受令モデム

徳島県　既設　衛星設備 システム構成図

端局装置架

スイッチン
グ

HUB

個別通信IPﾃﾞｰﾀ

伝送用可変ﾚｰﾄ
変復調部　1～4

CSC変復調部

交換機

ルータ
HUB

回線接続
制御装置

県一斉指令

発令用変復調部

ＩＲＤ（*１） ＴＶモニタ

モニタ

IRD

スピーカ
一斉受令用

復調部

2W

分
配
器

*3：県一斉指令受令バックアップ(音声受信のみ）

J-ALERT設備
(市町村のみ）

1G
Hz
帯
合
成
分
配
器

ヘリサットモデム
映像複合装置

①交換機能
・音声通信
・FAX通信

「防災IP中継交換機」

②一斉指令機能
（県独自アプリ）

「一斉指令制御装置」

③消防庁一斉指令シ
ステム

「一斉指令受令用回
線接続制御装置、一
斉受令用電話機、一

斉受令用FAX」

④映像情報

「映像集配信装置」

⑤ヘリサットシステム

⑥Ｊアラート

⑦監視装置⑧統合監視装置

一斉機能と
LASCOMの
接続は無し

TEL

FAX

IPSTAR
アンテナ

IPSTAR　
モデム

IPSTAR局：７0局
支部(10局),市町村(23局),消防局(11局),県出先(15局、内中央警察署局は代替局＊２),防災関係
(11局)

SW
HUB

IP電話

FAX

PC（インターネット）

IPSTAR
アンテナ

IPSTAR　
モデム

SW
HUB

IP電話

FAX

PC（インターネット）

*２：代替え局（西部支部美馬局、中央警察署局）：県庁との接続回線（衛星回線は未
使用）を使用して、県庁側システムの操作をリモートアクセスする仕組みを有する局

 

既設 衛星設備システム構成図 
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3．5 徳島県 更新後 衛星設備システム構成図 

シェルタ

第2世代
送受信装

置

第2世代
衛星端局装置

第2世代
アンテナ装置

一斉モデム

個別IPモデム

IRD

県庁局
VSAT局（3局：南部支部美波局、南部防災館局、防災センター局）

VSAT局（旧TVRO局）　35局：市町村（23局）、消防（12局）

消防庁一斉
受令モデム

徳島県　更新後　衛星設備 システム構成図　　

J-ALERT設備
(市町村のみ）

1G
Hz
帯
合
成
分
配
器

ヘリサットモデム
映像複合装置

*2：既設　県一斉指令受令バックアップ(音声受信のみ）は更新しない（市町村沿岸の１０
局）。→衛星系システムを回線として使用しているため、改修内容を確認する。

J-ALERT専用アンテナを新設（別途工事）

送受信
装置

IDU
装置

第3世代
2.4mアンテナ装置

LASCOM第3世代

ENC

STB

全国共用網

VoIP-GWOD×10ｃｈ

映像受信（HDMI）×5ch

制御端末

映像送信（HDMI）

1G
Hz
帯
合
成
分
配
器

LASCOM第3世代

J-ALERT専用アンテナを新設

②一斉指令機能
（県独自アプリ）

「一斉指令制御装置」
（交換機改修に伴い
履歴情報等の改修）

「映像集配信装置」
④映像情報

(LASCOM3映像を
NTSC/HDMI変換器に
て既設NTSCスイッチ

に接続する)

⑤ヘリサットシステム
に接続する。

⑥Ｊアラート設備
（新設空中線を既設J
アラート設備に接続）

⑦監視装置⑧統合監視装置
（LASCOM２監視は画

面削除）

＊３：①交換機の改修
２：西部支部美波局（支部用交換機：流用）
３：西部支部美馬局（防災用交換機：流用）
４：防災センター（ボタン電話主装置：撤去し
てVoIP-GWに新TEL、新FAXを直接接続）
５：南部防災館（ボタン電話主装置：流用）

⑦被監視制御装置
（監視は無しとする）

VSAT局　代替え機能局（2局：西部支部美馬局、中央警察署局（旧TVRO））

帯域制御装置

③消防庁一斉指令システム

消防庁一斉受令端末

警告灯

一斉受令用プリンタ

「防災IP中継交換機」
①交換機能

・音声通信・FAX通信
（LASCOM2向け

OD10CHをLASCOM３
に接続変更する。）

電話

FAX

凡例

既設流用機器

新設機器

改修機器

×5

×5

撤去機器

・1.2mアンテナ装置
・送受信装置
・4W　BUC

IDU装置
LASCOM
第3世代

LAN1

STB

制御端末

全国共用網

VoIP-GW
FXS（2ch）

HDMI

LAN2

保守ポート

TEL

FAX

ＴＶモニタ
（（既設館内
共聴は管内
共聴へ接続

する））

・1.2mアンテナ装置
・送受信装置
・4W　BUC

IDU装置
LASCOM
第3世代

LAN1

STB（*1）

制御端末

全国共用網

VoIP-GW
FXS（2ch）

HDMI

LAN2

保守ポート

TEL

FAX

ＴＶモニタ
（（既設館内
共聴は管内
共聴へ接続

する））

・1.2mアンテナ装置
・送受信装置
・4W　BUC

IDU装置
LASCOM
第3世代

LAN1

STB（*1）

制御端末

全国共用網

VoIP-GW
FXS（2ch）

HDMI

LAN2

保守ポート

TEL

FAX

ＴＶモニタ
（（既設館内
共聴は管内
共聴へ接続

する））③第3世代化に伴い
衛星系は更新する。
（地上系は既設のま

ま。）

⑩IPネットワークの改修。
（既設で一部LASCOM回線を使用

しているのを、未使用に変更）

防災センター局のみ、既設LASCOM（IRD）で映像受信している。

分配器

施工中
映像受信

既設映像ス
イッチャへ

アンテナ

衛星
モデム

民間衛星通信サービス局：７２局
・LASCOM　VSATと併設局（45）：支部(10局),市町村(23局),消防局(12局),
・民間衛星通信サービスのみ局：県出先(16局),防災関係(11局)

SW
HUB

IP電話

FAX

PC（インターネット）

アンテナ

衛星
モデム

SW
HUB

IP電話

FAX

PC（インターネット）

新IPSTAR

アンテナ

Power　
SupplyRouter

（wifi）

Starlink新設２局（県庁、移動局用１）

PC（インターネット）
wifi

既設交換機
*3

美波局：既設交換機流用
警察局：VoIP-GWに新TEL、
新FAXを直接接続

 

更新後 衛星設備システム構成図 
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第 3 章 機器仕様 

第 1 節 概要 

Ｒ６防災 徳島県総合情報通信ネットワークシステム衛星系更新工事にて使

用する機器仕様を示す。 

 

第 2 節 共通事項 

 

2．1 基本条件 

本整備工事で使用する機器の設計基準は次のとおりとする。 

（1）関係する諸法令を遵守すること。 

（2）信頼性を重視し、長期にわたり安定して動作すること。 

（3）災害を考慮した安全設計（耐震、耐風速、避雷対策等）とすること。 

（4）屋外装置については必要に応じ防滴構造、塩害対策処理を施すこと。 

（5）誤動作・故障等によって損傷しないこと。万が一損傷した場合でも損傷部分が拡大

しないようフェイルセーフ設計とすること。 

（6）各部はできるだけパネル、ユニット構造として保守、点検が容易であること。 

（7）既設の設備との干渉等がないように十分留意した設計、施工を行うこと。 

（8）ネットワーク機器、サーバ機器については、24 時間 365 日稼動に対応する等、十分

な信頼性を有すること。 

（9）施工の開始にあたり、施工仕様（機器仕様）を検証すること。 

（10）LASCOM 第 3 世代網機器標準規格書集に該当する機器については、本仕様書に記載の

機器仕様から更新している事があるため、発注時点での最新仕様/最新機器/納期を確

認し適正な機器を選定すること。 

 

2．2 外囲条件 

詳細には機器別に定めるものとする。なお、特に言及しない機器については、下

記の基準内において正常に動作すること。 

（1）温度及び相対湿度 

ア．屋内設置機器 

周囲温度 0℃～+40℃、相対湿度 10％～90％（結露なきこと） 

イ．コンピュータ使用機器 

周囲温度+10℃～+35℃、相対湿度 20％～80％（結露なきこと） 

ウ．屋外設置機器 

周囲温度-10℃～+50℃、相対湿度 0％～90％ 

（2）耐風速 

最大瞬間風速 60m/s で通常運用が可能であること。 

（3）耐振性 

建築設備、構造物等については、「建築設備耐震設計・施工指針(2014 年版)」国土
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交通省国土技術政策総合研究所、独立行政法人建築研究所監修によること。 

（4）電源条件 

電圧変動  定格電圧±10％ 

 

2．3 外形寸法・質量 

各機器の外形寸法及び質量については、施工前に行う納入機器に関する仕様協議

の際に決定する。 

 

2．4 消費電力 

各機器の消費電力については、できる限り低消費電力の機器を使用すること。 

 

2．5 予備品・添付品 

各機器において、予備ヒューズ等の交換部品は現用の 300％を納入すること。 

また、装置に付随する添付品はメーカ標準とする。
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第 3 節 衛星通信設備 

 

＜概要＞ 

徳島県での LASCOM 第３世代の基本的なシステム構成図を下記に示す。 

 

送受信
装置

IDU
装置

2.4mアンテナ装置

・1.2mアンテナ装置
・送受信装置

IDU装置

VAST局
LASCOM第3世代

LASCOM第3世代

LASCOM第3世代　県庁局

LAN1

STB

制御端末

全国共用網

VoIP-GW
OD又はFXS

HDMI
TV、共聴設備へ

PBX、TELへ

LAN2

保守ポート

LAN1

ENC

STB

全国共用網

VoIP-GWOD又はFXS

HDMITV、共聴設備へ

PBX、TELへ
LAN2

保守ポート

制御端末

カメラ映像 映像信号

送受信
装置

IDU
装置

2.4mアンテナ装置

・1.2mアンテナ装置
・送受信装置

IDU装置

VAST局　（市）
LASCOM第3世代

LASCOM第3世代

LASCOM第3世代　県庁局

LAN1

STB

制御端末

全国共用網

VoIP-GW
OD又はFXS

HDMI
TV、共聴設備へ

PBX、TELへ

LAN2

保守ポート

LAN1

ENC

STB

全国共用網

VoIP-GW
OD又はFXS

HDMITV、共聴設備へ

PBX、TELへ
LAN2

保守ポート

制御端末

カメラ映像 映像信号

STB

VoIP-GW
OD又はFXS

HDMI
TV、共聴設備へ

PBX、TELへ

（消防）

パターン１(基本構成)

制御端末

L2SW
L2SW

パターン２　（併設局）

L2SW
L2SW

MC MC

距離により、LANケーブル又は
MC+光ケーブルで接続

L2SW

 

（参考図）LASCOM 第３世代システムの構成図（基本構成） 

 

3．1 空中線装置（2.4mφ、耐風速 60m/s、融雪機能有）  

LASCOM 第 3 世代網機器標準規格書集に準拠する。 

（電気興業製 24ESOA-14/12-YU（融雪機能付）） 

（1）概要 

本空中線装置は、県庁の衛星端局装置に接続して使用する。 

（2）構成 

本装置は、アンテナ反射鏡部、支持構造部、給電部（ホーン）等で構成すること。 

（3）機能・構造 

ア．無線設備規則第 54 条の 3 の規定に定める VSAT 技術基準に適合し、工事設計認証

を取得したものであること。 

イ．防錆を考慮した品質と十分な強度を有すること。 

ウ．アンテナ反射鏡部はオフセット型とし。有効開口径は 2.4mφとすること。 

エ．アンテナ装置のマウント方式は AZ/EL 方式とし、方位角と仰角は手動による調整

および設定が可能で、東経 144°から東経 162 度に位置する静止衛星に指向可能で

あること。 
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オ．一次放射器は気密構造とすると共に、鳥害に遭いにくい構造とすること。 

（4）主要性能 

  ① 電気的特性 

ア．口径     2.4m 相当 

イ．対応周波数    送信 14,000 ～14,500MHz 

      受信 12,250～12,750MHz 

ウ．偏波     直交直線偏波 

エ．利得     送信 48.8 dBi（14.25GHz） 

      受信 47.7 dBi（12.50GHz） 

オ．サイドローブ特性  θmin <θ<20° 29-25logθdBi 

20°<θ<48° 32-25logθdBi 

48°<θ<180° -10 dBi 

θ:アンテナ主ビーム中からの離角（°） 

θmin:1 か 100λ/D の大きい方(°) 

D:アンテナ直径(m) 

λ:波長(m) 

カ．交差偏波識別度   32dB 以上(軸上) 

キ．雑音温度    40K 以下(仰角 30°) 

ク．フィードインターフェース WR75 

 

② 機械特性 

ア．アンテナ形式   オフセット型 

イ．仰角駆動範囲   30°～60° 

ウ．方位角駆動範囲   360° 

    エ.マスト径    217 ㎜ 

 

③ 環境特性 

ア．耐風速    運用可能 30 m/s 

非破壊 60 m/s 

イ．温度     -20 ℃～50 ℃ 

 

④ 融雪装置 

ア．電源     単相 AC100V 

イ．消費電力    3kVA 以下 

ウ．ヒータ動作開始温度  +４°以下（降雪時） 

エ．外部出力    アラーム： 温度センサ断線時接点オープン 

      融雪動作 ON： ヒータ ON 時接点ショート 

オ．絶縁抵抗    10MΩ 以上 
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3．2 空中線装置（1.2mφ、耐風速 60m/s、融雪機能無し） 

LASCOM 第 3 世代網機器標準規格書集に準拠する。 

（日本アンテナ製 1.2m VAST-1201LS（標準型）） 

（1）概要 

本送受信装置は、VSAT 局（支部局、市町村局、消防）の衛星端局装置に接続して使

用する。 

（2）構成 

本装置は、アンテナ反射鏡部、支持構造部、給電部（ホーン）等で構成すること。 

（3）機能・構造 

ア．無線設備規則第 54 条の 3 の規定に定める VSAT 技術基準に適合し、工事設計認証

を取得したものであること。 

イ．防錆を考慮した品質と十分な強度を有すること。 

ウ．アンテナ反射鏡部はオフセット型とし。有効開口径は 1.2mφとすること。 

エ．アンテナ装置のマウント方式は AZ/EL 方式とし、方位角と仰角は手動による調整

および設定が可能で、東経 144°から東経 162 度に位置する静止衛星に指向可能で

あること。 

オ．一次放射器は気密構造とすると共に、鳥害に遭いにくい構造とすること。 

（4）主要性能 

  ① 電気的特性 

ア．口径     1.2m 相当 

イ．対応周波数    送信 14,000～14,500MHz 

      受信 12,250～12,750MHz 

ウ．偏波     直交直線偏波 

エ．利得     送信 41.8 dBi 以上 

      受信 41.3 dBi 以上 

    オ．軸外輻射電力密度       2.5°≦θ<7° 33-25logθ (dBW/40kHz) 

       (BUC(飽和 4W)に対して)   7°≦θ<9.2° 12 (dBW/40kHz) 

                     9.2°≦θ<48° 36-25logθ (dBW/40kHz) 

                     48°≦θ<180° -6 (dBW/40kHz) 

カ．交差偏波識別度   30dB 

キ．雑音温度    60K 

ク．フィードインターフェース WR75 

   ② 機械特性 

ア．アンテナ形式   オフセット型 

イ．仰角駆動範囲   28°～62° マスト先端部取付時 

ウ．方位角駆動範囲   360° 

エ．マスト径    【標準型】Ø114.3(mm) 
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③ 環境特性 

ア．耐風速    【標準型】受信可能 20.0m/s 

【標準型】非破壊 60.0m/s 

イ．温度     -30℃～50℃ 

 

3．3 LNB 

LASCOM 第 3 世代網機器標準規格書集に準拠する。 

（1）電気的特性 

    ア．入力周波数    12.25to12.75GHz 

    イ．出力周波数    950to1,450MHz 

    ウ．局部発振周波数   11.30GHz 

    エ．局部発振周波数安定度  +/-10ppm(-40to+60℃) 

    オ．雑音指数    0.8dB typ.,1.0db max(+25℃) 

    カ．線形利得    57 dB typ. 52 db min.(Ta.: +25℃) 

    キ．局部発振器位相雑音(SSB)  -50 dBc/Hz typ. @ 100Hz 

       -70 dBc/Hz typ. @ 1Hz 

    ク．局部発振漏洩信号レベル  -40 dBm max. (IF 出力接栓) 

       -60 dBm max. (RF 入力接栓) 

    ケ．スプリアス    -120 dBm max. 

       （入力端、周波数固定スパン、試験 CW 信号 

無関係(指定周波数帯)） 

-40 dBc typ., -30 dBc max. 

（試験 SW 信号-10 dBm IF 出力(指定 IF 

周波数帯）） 

    コ．出力インピーダンス  75 ohms nom. 

    サ．入力端 V.S.W.R   2.5:1 typ. 

    シ．出力端 V.S.W.R   2.3:1 typ. 

    ス．DC 電源（電圧範囲）  +24 VDC（+12 to +24 VDC） 

    セ．DC ドレイン電流   170mA max. 

  （2）機械的仕様 

    ア．入力インタフェース  導波管接栓、WR-75（溝有り） 

    イ．出力インタフェース  F-接栓、female（75 ohms） 

    ウ．質量     210g 

  （3）環境条件 

    ア．温度範囲（環境）   -40 to +60℃（稼働）※1 

       -40 to +80℃（保管） 

     ※1：OMT 及び TRF 接続状態 

    イ．RoHS 指令    準拠 
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（電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関する指令） 

 

3．4 IDU 

LASCOM 第 3 世代網機器標準規格書集に準拠する。 

（1）一般事項 

ア．トポロジー   スター型 

   (2)フォワードチャンネル  

    ア．規格          DVB-S2X Adaptive Coding and Modulation(ACM) 

        イ．シンボルレート     1.5Msps-500 Msps 

ウ．変調方式   QPSK,8PSK,16APSK,32APSK,64APSK,128APSK,256APSK, 

エ．符号化   LDPC,BCH 

オ．FEC         全 DVB-S2x FEC 

カ．ロールオフ       0.05,0.1 

     (3)リターンチャンネル 

    ア．アクセス方式      MF-TDMA,Dynamic Channels 

        イ．シンボルレート     128Ksps – 10Msps 

ウ．変調方式   BPSK,QPSK,16QAM 

エ．符号化   LDPC 

オ．FEC         1/3,2/5,1/2,2/3,3/4 

(4)ネットワーク機能 

        ア．IP                IPv4/IPv6,TCP,UDP,ICMP,DHCP, DNS, Caching, 

                                    IGMPv2,SIP,RIPv2,Static Routes 

     (5)Application Acceleration and Protocol Optimization 

        ア．TCP 加速        対応 

        イ．HTTP web 事前読込み   対応 

ウ．HTTP 圧縮   対応 

      (6)QoS 

        ア．QoS             アプリケーション優先度設定可能 

   (7)セキュリティ 

        ア．暗号化         AES-256 bit link 

        イ．アクセス・コントロール ACL Firewall 

ウ．認証    X.509 認証による 

       (8)インターフェイス 

        ア．RF インプット/     Two female F connectors, 75 ohms, 

        イ．アウトプット       RF in-950-2200 MHz,RF out-950-2300MHz, 

                                    DISEqC 

ウ．データ   4x Ethernet 10/100/1000 Base T, 

                            RJ-45,802.1q VLAN 



 

33 

 

                            1x Serial Interface RJ-45 

エ．マネジメント  web ベースローカルマネジメント、 

                            リモート・ソフトウェア・アップデート・ 

オーバーエア 

 (9)機構及び環境条件 

        ア．寸法           201×176.5×36mm(幅×奥行×高さ) 

        イ．電源                   入力電圧 AC100-240V AC Auto Range 

                                    DC11-60V 

ウ．環境条件    気温 0℃-＋50℃ 

 

3．5 IP 映像送出用エンコーダ 

LASCOM 第 3 世代網機器標準規格書集に準拠する。 

（1）映像符号化方式 

ア．MPEG-H HEVC(ISO/IEC 23008-2) 

    Main/Main10Profile(4:2:0 10-bits) 

イ．ビットレート：512Kbps-6Mbps 

ウ．フレームレート：1-60fps 

エ．解像度 QSIF – 1920x1080 

（2）音声符号化 

ア．MPEG-4 AAC-LC(ISO/IEC 14496-3) 

イ．ビットレート：32Kbps-192Mbps(ステレオ) 

ウ．サンプリングレート：16kHz-48 kHz 

（3）映像入力 

ア．3G/HD-SDI/SD-SDI 

イ．HDMI v1.3 

ウ．Composite/CVBS 

（4）入力フォーマット 

ア．1920×1080p @60,59,94,30,29,97 Hz 

イ．1920×1080i @60,59,94, Hz 

ウ．1280×720p @60,59,94,30,29,97 Hz 

エ．720×480i @59,94 Hz 

（5）音声出力 

ア．SDI 

イ．HDMI 

ウ．アナログ アンバランス ステレオ オーディオ,AC-coupled(RCA) 

エ．アナログ バランス ステレオ オーディオ(XLR) 

（6）ネットワーク 

ア．ストリーム UDO TS 
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イ．その他 HTTPS、NTP、SSH 

（7）セキュリティ 

ア．AES によるストリームの暗号化 

イ．HTTPS および制御インターフェイスのパスワード保護 

ウ．配信制御システムと連動した限定受信機能 

（8）入出力 

ア．10/100 Ethernet  

（9）電力 

ア．55W max, 28VDC 

（10）寸法 

ア．サイズ  196(W) ×199(D) ×65(H)mm ※突起物は含まず 

イ．質量   2.2Kg 

 

3．6 セットトップボックス(STB) 

LASCOM 第 3 世代網機器標準規格書集に準拠する。 

（1）主な仕様 

ア．映像符号化方式  H.265 HEVC  

エンコーダ側ビットレート、映像・音声フォーマットに 

自動追随 

イ．映像出力     HDMI 出力に重畳 

ウ．出力フォーマット 1920×1080p @59,94,50Hz 

           1920×1080i @59,94,50Hz 

           1280×720p @59,94,50Hz 

           720×480i @59,94,50Hz 

エ．入出力      10Base、100Base-TX、1000Base-T Ethernet 

           USN2.0 

オ．限定受信機能   配信制御システムと連動する 

カ．電力       24W Max、90-264VAC 

キ．その他      OSD による日本語表示 

           サイズは B4(360×250) 以下で 1U に入る(80mm 以下)こと 

（2）寸法等 

ア．サイズ    246(W) ×154(D) ×32(H)mm ※突起物は含まず 

イ．重量     775g 

  

3．7．1 VoIP-GW（FXS） 

LASCOM 第 3 世代網機器標準規格書集に準拠する。 

（1）機能・仕様 

ア．サイズ mm(W×D×H)      199×126×31.5 
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イ．本体重量           約 400g 

ウ．TEL ポート(48V28mA)       2（RJ-11） 

エ．LAN ポート          1,10BASE-T/100BASE-TX 

                                (自動 MDI/MDI-X 切替機能なし) 

オ．回線種別           PB/DP(10pps,20pps) 

カ．電源(AC アダプタ給電)     スイッチング電源方式 

                 入力：AC100V～240V(50/60Hz),出力：DC9V 1A 

キ．IP プロトコル         IPv4 

ク．圧縮方式               G.711,(G.729a) 

ケ．呼制御  プロトコル           SIP 

       ポート(UDP)     5060 

コ．音声   ポート(UDP)          40000 以降の偶数ポート 16 個使用 

                 (設定で変更可能) 

サ．使用帯域(1 通話あたり)        約 100kbps 

シ．エコーキャンセラー            G.168 準拠(64mSec) 

ス．FAX 通信                      T.38 

セ．動作保証制度・湿度            動作保証温度：0～50℃ 

                       動作保証湿度：20～80％ 

(ただし結露なきこと) 

 

3．7．2 VoIP-GW（OD） 

LASCOM 第 3 世代網機器標準規格書集に準拠する。 

（1）機能・仕様 

ア．サイズ mm(W×D×H)      199×126×31.5 

イ．本体重量           約 400g 

ウ．OD ポート            2（RJ-45） 

エ．LAN ポート          1,10BASE-T/100BASE-TX 

                                (自動 MDI/MDI-X 切替機能なし) 

オ．回線種別           PB/DP(10pps,20pps) 

カ．電源(AC アダプタ給電)     スイッチング電源方式 

                 入力：AC100V～240V(50/60Hz),出力：DC9V 1A 

キ．IP プロトコル         IPv4 

ク．圧縮方式               G.711,(G.729a) 

ケ．呼制御  プロトコル           SIP 

       ポート(UDP)     5060 

コ．音声   ポート(UDP)          40000 以降の偶数ポート 16 個使用 

                 (設定で変更可能) 

サ．使用帯域(1 通話あたり)        約 100kbps 
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シ．エコーキャンセラー            G.168 準拠(64mSec) 

ス．FAX 通信                      T.38 

セ．動作保証制度・湿度            動作保証温度：0～50℃ 

                       動作保証湿度：20～80％ 

(ただし結露なきこと) 

3．8 デハイドレータ 

（1）概要 

導波管内を乾燥させるために使用する。 

 

3．9 80W SSPB 現用予備（屋外仕様） 

（1）概要 

ア．送信周波数変換し出力増幅機能を有すること。 

イ．現用予備構成を有すること。 

ウ．最大出力：80W 以上 

（2）電気的特性 

ア．出力周波数   14.0 to 14.5 GHz 

イ．入力周波数   950 to 1,450 MHz 

ウ．局部発振周波数  13.05 GHz 

エ．定格出力   80W 

オ．入力インピーダンス 50ohms 

（3）機械的特性 

ア．入力インタフェース N-接栓, female (50 ohms) 

イ．出力インタフェース 導波管接栓、WR-75 (溝有り) 

（4）送信出力 

ア．温度範囲（環境）  -40 to +55℃（稼働） *導波管 接続状態 

イ．湿度    0 to 100 % *密閉された導波管 接続時 

 

3．10 4W BUC 

LASCOM 第 3 世代網機器標準規格書集に準拠する。 

（1） 電気的特性 

ア．出力周波数   14.0 to 14.5GHz 

イ．入力周波数 (IF)   950 to 1,450 MHz 

ウ．最大 IF 入力レベル(無損傷) +13 dBm max 

エ．周波数変換   単一、固定局部発振 

オ．局部発振周波数   13.05 GHz 

カ．周波数検出   正極 

キ．出力電力 @ 1dB G.C.P.  +34.0 dBm min. over temp. 

ク．線形利得    58 dB typ. 51 dB min 
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ケ．利得変動(周波数)、温度固定 5 dBp-p max. 500 MHz 帯域 

2 dBp-p max. 任意の 36 MHz 帯域 

コ．利得変動(温度)、周波数固定 5 dBp-p max. 2 dBp-p typ. 

サ．隣接ﾁｬﾝﾈﾙ電力比(ACPR)  -26 dBc typ.（+34dBm 出力時） 

シ．外部入力参照信号  [周波数]10 MHz (sine-wave) 

[入力電力]：-5 to +5 dBm @Input port 

[位相雑音]：-125 dBc/Hz max.（100Hz） 

-135 dBc/Hz max.（1kHz） 

-140 dBc/Hz max.（10kHz） 

ス．局部発振器位相雑音(SSB) -60 dBc/Hz max. （100Hz） 

-70 dBc/Hz max. （1kHz） 

-80 dBc/Hz max. （10kHz） 

-90 dBc/Hz max. （100 kHz） 

-100 dBc/Hz max. （ 1 MHz） 

セ．スプリアス   [帯域内]：-50 dBc max. @ 14.0 to 14.5 GHz 

[受信帯域内]： -70 dBm max.(10.95 ～ 12.75 

GHz) 

[帯域外]： -50 dBc max 

ソ．受信帯域雑音密度：  -156 dBm/Hz max.(10.95 ～ 12.75 GHz） 

タ．雑音指数    20 dB nom. 25 dB max. 

チ．入力インピーダンス  75Ω 

ツ．入力端 V.S.W.R   2 : 1 max. 

テ．出力端 V.S.W.R   2 : 1 max. 

ト．出力負荷 VSWR(無損傷)  Infinite : 1 

ナ．DC 電源    [電圧範囲]：+24 VDC (+12 ～ +30 VDC) 

[消費電力]：18 W typ. 23 W max. 

ニ．ミュート    局部発振器同期外れ又は 

10 MHz 参照信号無の場合 HPA 遮断 

（2） 機械特性 

ア．入力インタフェース  Ｆ型接栓（Ｊ）（75Ω) 

イ．出力インタフェース  WR-75 (溝有り) 

ウ．重量    3.2kg 

（3）環境条件 

ア．温度範囲(環境)   -40 to +55℃(稼働)※1 

-40 to +75℃(保管)※1 

イ．湿度    0 to 100 % (接続時)※2 

ウ．高度    15,000 feet (4,572 m) 

エ．振動    5 G [49.03 m/sq. m] 
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（3軸, 50 Hz ～ 2 kHz) 

1 mm p-p (3 axis, 5 ～ 50 Hz) 

オ．衝撃    30 G [294.20 m/ sq. m] (3 axis) 

カ．RoHS 準拠（電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関する指令） 

※1：OMT 及び TRF 接続状態 

※2：密閉された OMT and Feed horn 接続時 

 

3．11 送受信装置収容架(SSPB 用) 

（1）概要 

県庁の送受信関連の装置を収容する。 

シェルタ内または、屋外（空中線側）に設置する。 

 

3．12．1 インピーダンス変換器 

（1）概要 

異なる特性インピーダンス間でインピーダンスマッチングを行う機能を有する。 

 

3．12．2 DC カット 

（1）概要 

DC カット直流成分を絶縁する機能を有する。 

 

3．13 L2SW（全国共用網） 

（1）概要 

ＩＤＵの全国共用網のポートに接続するレイヤ 2 スイッチであり、全国共用網に

接続するネットワーク機器を収容する。 

（2）仕様・性能 

    ア．ポート   10/100/1000BASE-T ×8 ポート以上 

    イ．VLAN    255 以上、ポート VLAN/タグ VLAN が可能であること 

    ウ．ネットワーク管理  SNMP 

    エ．遠隔制御   Telnet、SSH 

    オ．電源    AC100V 

 

3．14 メディアコンバータ 

（1）概要 

局内 各階間のネットワークを光変換し延長する装置 

 

（2）仕様・性能 

    ア．FX ポート仕様  準拠規格 IEEE802.3u 100BASE-FX 

     適合光ファイバ： 
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マルチモードファイバーまたはシングルモードファイバー 

     インタフェース 送・受信コネクタ各 1 ポート 

（計 2 ポート） 

      適合コネクタ SC コネクタ（JISC5973 F04 型） 

    イ．TX ポート仕様  準拠規格 IEEE802.3u 100BASE-TX 

     適合ケーブル UTP Cat5 ケーブル以上  

      インタフェース UTP 用コネクタ 1ポート 

      適合コネクタ RJ-45 コネクタ 

ウ．電源    AC100V 

 

3．15 監視制御装置及び監視制御部 

（1）概要 

県庁統制局において、SSPB 及び冗長切替装置の監視制御をおこなう装置である。

以下の要件を満足し、発注時または納入時において市場で容易に入手できる既製品

の中から選定し、広く一般的に使われているブラウザ(Chrome、Edge、Firefox)を

用いた操作が快適に行えること。 

（2）仕様 

ア．CPU    Corei3 プロセッサ相当以上 

イ．メモリ   4GB 以上 

ウ．補助記憶装置  SSD 128GB 以上 

エ．LAN    10Base-T/100Base-TX 1 ポート以上 

 

3．16 第 3 世代用制御端末 

（1）概要 

STB の視聴予約等に使用する。ノート PC 形状とする。映像予約端末、IP 映像送

出用エンコーダ及び STB 制御用などに利用する。以下の要件を満足し、発注時また

は納入時において市場で容易に入手できる既製品の中から選定し、広く一般的に使

われているブラウザ(Chrome、Edge、Firefox)を用いた操作が快適に行えること。 

（2）基本仕様 

ア．CPU    Corei3 プロセッサ相当以上 

イ．メモリ   4GB 以上 

ウ．補助記憶装置  SSD 128GB 以上 

エ．LAN    10Base-T/100Base-TX 1 ポート以上 

 

3．17 1GHz 帯合成・分配装置（ヘリサット接続用） 

LASCOM 第 3 世代空中線（ヘリサットと共用）信号を、既設ヘリサット設備に接続す

るために、信号を合成・分配するための機能を有すること。 

既設ヘリサットシステム納入メーカと協議の上、仕様を確認すること。 
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【主要機能】 

①第 3 世代モデムとヘリサットモデムの IF 信号を合成・分配する機能 

②合成・分配でレベル低下する信号を増幅する機能 

③SSPA、LNB に供給する基準信号を生成する機能 

④LNB に電源を供給する機能 

 

3．18 機器収容架 

（1）概要 

各装置を収容する 19 インチラックとする。 

扉開口時のロック機能を有すること。 

ブレーカパネル及びコンセントバーを有すること。 

（2）基本仕様 

ア．外形寸法   600(W)×800(D)×2300(H) mm 以下 

 

3．19 電話機（LASCOM 用） 

（1）概要 

本電話機は LASCOM 第 3 世代の VoIP-GW（FXS）に接続して使用する。 

（2）基本仕様 

デジタルコードレス電話機（子機 1 台付き） 

（PANASONIC VE-GD69DL-W 相当品） 

 

3．20 エアコン（シェルター用） 

（1）概要 

屋上シェルタ内に設置するエアコンである。 

（2）基本仕様 

・室内機と室外機で構成する。 

・容量 4 馬力  

・電源 三相 200V 

・冷房能力 10.0KW 以上  

・暖房能力 11.2KW 以上 

（日立 RPV-GP112RSH5 相当品） 

 

3．21 免許申請（地球局免許）に必要な資料作成 

LASCOM 第 3 世代化に伴う免許申請（地球局免許）を（一財）自治体衛星通信機構

に依頼するにあたり、申請に必要な資料を（一財）自治体衛星通信機構に確認し、

申請内容を発注者に確認の上、必要な資料を作成すること。 

（一財）自治体衛星通信機構に依頼（総務省の検査用）するためのデータ測定お

よび総務省指定様式の検査データ記録を作成も含む。 
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3．22 免許申請（携帯基地地球局免許：ヘリサット用）に必要な資料作成 

LASCOM 第 3 世代化に伴う免許申請（携帯基地地球局免許：ヘリサット用）を（一

財）自治体衛星通信機構に依頼するにあたり、申請に必要な資料を（一財）自治体

衛星通信機構に確認し、既設ヘリサット業者と申請内容を調整（7.5.3 項を参照）

し、発注者に確認の上、必要な資料を作成すること。 

（一財）自治体衛星通信機構に依頼（総務省の検査用）するためのデータ測定お

よび総務省指定様式の検査データ記録を作成も含む。 

 

第 4 節 消防庁一斉受令設備（第３世代用） 

 

＜既設消防庁一斉指令システムの概要＞ 

既設消防庁一斉指令システムは、地上系（中央防災）と衛星系（国一斉）を個別

に運用している。第 3世代化に伴い、衛星系を更新する。 

対象：県庁局 

 

＜消防庁一斉受令設備（第３世代用）＞ 

4．1 概要 

 地域衛星通信ネットワーク第３世代システム消防一斉指令システムとは、消防

庁に設置された指令設備から、データファイル化された音声・FAX・各種データ等

指令情報を、都道府県に設置された受令設備宛てに送信し、指令情報を受信した受

令設備は着信を警告灯等により職員に覚知させるとともに、FAX については自動的

にプリンタにおいて印刷し、音声・各種データについては受令端末のモニター画面

にデータ着信を表示させ、着信及び指令情報の内容を確認した場合、その旨消防庁

側指令設備に返信する機能を有する設備である。 

「地域衛星通信ネットワーク第３世代システム 消防一斉指令システム受令設備

機器構成」に準拠する設備である。 

4．2 構成 

消防庁に設置されている消防一斉指令設備、都道府県に設置する受令設備から構

成される。 

指令設備、受令設備は地域衛星通信ネットワーク第３世代システム地球局設備に

接続し、地域衛星通信ネットワーク第３世代網を経由して通信を行う。 

受令設備は一斉受令端末で構成され、一斉受令端末では受信した指令情報（音

声・データ）の確認、消防庁への受信確認通知、指令情報の内容を確認した場合の

通知を消防庁に送信する機能を有する。 

また受令設備には受令端末が指令情報（送信ファイル）を受信した場合、職員に

情報の受信を光及び警告音で覚知させる警告灯、FAX を受信した場合は自動的に印

刷するプリンタも付属する 
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（参考図）LASCOM 第３世代システム消防一斉指令システムの構成図（標準構成） 

 

4．3 受令装置端末（パーソナルコンピュータ） 

（1）仕様 

ア．OS           Windows 10 Pro (1511) 

              ※Windows11 は現在非対応だが、今後対応予定。 

イ．CPU           インテル Core i3 相当以上推奨 

ウ．メモリ          8GB 以上推奨 

エ．ハードディスクドライブ 200GB 以上推奨 

オ．DVD ドライブ マルチドライブ（一斉受令端末用基本ソフトウェアの           

インストールに使用。） 

オ．インタフェース      10/100BASE-T×1 ポート以上 

カ．音声出力        音声一斉データ再生用のスピーカを備えること。 

キ．運用        常時運用(24 時間 365 日)が可能なこと。 

 

4．4 液晶ディスプレイ 

（1）仕様 

ア．印刷方式          ２３インチ以上 

 

4．5 プリンタ 

（1）仕様 

ア．印刷方式           モノクロ，レーザー方式 

イ．用紙サイズ           A4 

ウ．解像度             600dpi 相当以上 

エ．LAN インタフェース 10/100BASE-T×1 ポート以上 
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4．6 警告灯 

（1）仕様 

ア．LAN インタフェース        10/100BASE-T×1 ポート以上 

イ．LED 表示灯色            赤，黄，緑(三色) 

ウ．ブザー部              2 音色以上 

エ．参考製品 (株)パトライト製ネットワーク監視表示等  

NH-FV シリーズ。 

4．7 帯域（通信速度）制限装置（ルータ） 

（1）仕様 

ア．WAN ポート（衛星通信回線側）  10/100BASE-T×1 ポート以上 

イ．LAN ポート（受令装置側）     10/100BASE-T×3 ポート以上（一斉受令端末、 

                                   プリンタ、警告灯を接続し、一斉指令端末か 

らの信によりプリンタ、警告灯を起動させ 

る。） 

ウ．帯域制限             LAN ポート側から WAN ポート側への通信速度 

を128kbps程度に制限するよう設定すること 

エ．その他 NAT、VPN、サブネット分割の機能は使用 

しないこと 

4．8 収容卓 

・消防一斉指令設備を収容する収容卓。 

・サイズ：W600×D700×H700 程度 
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第 5 節 民間衛星サービス装置１（新 IPSTAR） 

5．1 衛星送受信機器(アンテナ、衛星モデム、HUB) 

（1）概要 

民間静止衛星を利用した衛星通信サービス（インターネット接続、IP 電話、IP-

FAX）を利用する。サービス開始にあたり必要な手続きを行うこと。 

 

徳島県での新 IPSTAR のシステム構成図を下記に示す。 

 

新IPSTAR　県庁局

新IPSTAR　県庁局 （消防）

パターン１

パターン２　（併設局）

MC MC

距離により、LANケーブル又は
MC+光ケーブルで接続

モ
デ
ム

・1.2mアンテナ装置
・送受信装置

新IPSTAR　各局

IP電話

FAX

PC

IP電話

FAX

PC

・1.2mアンテナ装置
・送受信装置

HUB
(VPN

ルータ)

モ
デ
ム

HUB
(VPN

ルータ)

モ
デ
ム

・1.2mアンテナ装置
・送受信装置

新IPSTAR　（市）

IP電話

FAX

PC

IP電話

FAX

PC

・1.2mアンテナ装置
・送受信装置

HUB
(VPN

ルータ)

モ
デ
ム

HUB
(VPN

ルータ)

IP電話

FAX

PCHUB
(VPN

ルータ)

 

（参考図）新 IPSTAR の構成図（基本構成） 

 

（2）構成機器（衛星通信サービス回線会社が提供） 

5．1．1 アンテナ 1.2mφ（3W BUC、LNB 含む） 

5．1．2 衛星モデム（AC アダプタ含む） 

5．1．3 HUB：VPN ルータ（ER7206 相当） 

 

5．2 端末設備 

・民間衛星サービス装置に接続して使用する端末設備。 

 

5．2．1 IP 電話（専用電話） 

・衛星通信サービスが提供する IP 電話サービスに使用する電話機 

・衛星通信サービスが提供する電話機を使用する。（買取プラン：Yealink T31P） 
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5．2．2 FAX（汎用品）： 

・衛星通信サービスが提供する FAX 通信（IP-FAX）に使用する FAX 装置。県庁局

FAX から各民間衛星サービス加入局へ FAX 送信する。（Cannon 製 MF656Cdw 相当品） 

・本 FAX は、民間衛星サービス（IPSTAR）「イーサネットポートに接続」と LASC

OM 第 3 世代「電話回線ポートに接続」で共用に使用する。 

 

5．2．3 PC（汎用品） 

衛星通信サービスが提供するインターネット閲覧に使用するノート PC。 

・0S Windows 11 Home 64 ビット以上 

・CPU インテル Core i5 プロセッサー 以上 

・メインメモリ 8GB 以上 

・ディスプレイサイズ 15.6 型以上 

・ワイドストレージ SSD 256GB 以上 

・LAN 1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T 1 ポート以上 

・無線 LAN IEEE 802.11a/b/g/n/ac/ax 準拠 

 

5．2．4 UPS（汎用品） 

衛星通信サービス装置（IPSTAR モデム、端末機器）の停電対策として UPS を設

置する。 

（GS YUASA 製 Acrostar THA3000-10 相当） 

・出力容量：3000VA／2400W 

・バックアップ時間：10 分（1600W 時） 

対象局：東部防災館 （他局は既設 UPS を流用する。） 

 

5．3 IPSTAR 設置工事トレーニング 

IPSTAR 設置工事を行うにあたり、発注者に確認の上 IPSTAR が実施するトレーニ

ングを受講すること。 

 

＜トレーニングの概要＞ 

 



 

46 

 

 

第 6 節 民間衛星サービス装置２（StarLink） 

6．1 衛星機器(アンテナ、PowerSupply、Router（Wi-Fi）) 

（1）概要 

民間衛星（低軌道）を利用した衛星通信サービス（インターネット接続）を利用

する。Wifi 接続が可能なこと。サービス開始にあたり必要な手続きを行うこと。 

 

徳島県での新 IPSTAR のシステム構成図を下記に示す。 

 

StarLink　県庁局

パターン１（県庁設置）

パターン２　（可搬用）

Power
SupplyPC

アンテナ

Router
（Wi-Fi）

MC MC

Power
SupplyPC

Router
（Wi-Fi）

４F 屋上

 

（参考図）StarLink の構成図（基本構成） 

 

（２）構成機器（衛星通信サービス回線会社が提供） 

ア．アンテナ 

イ．PowerSupply 

ウ．Router（Wi-Fi） 

6．2 PC（汎用品） 

衛星通信サービスが提供するインターネット閲覧に使用するノート PC。 

・0S Windows 11 Home 64 ビット以上 

・CPU インテル Core i5 プロセッサー 以上 
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・メインメモリ 8GB 以上 

・ディスプレイサイズ 15.6 型以上 

・ワイドストレージ SSD 256GB 以上 

・LAN 1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T 1 ポート以上 

・無線 LAN IEEE 802.11a/b/g/n/ac/ax 準拠 

 

第 7 節 既設設備等の改修 

 

7．1 映像設備１（県庁局）  

概要：第３世代化に伴い、既設 NTSC マトリクススイッチャ（継続流用）へ接続

している LASCOM 映像信号を LASCOM 第３世代からの受信/送信信号（HDMI）に変更

する。既設 NTSC マトリクススイッチャへの接続には、HDMI/AV 変換器を使用する。 

 

＜対象：県庁局＞ 

映像受信信号（LASCOM 第 3 世代→NTSC マトリクススイッチャ）×５ｃｈ 

映像送信信号（NTSC マトリクススイッチャ→LASCOM 第 3 世代）×１ｃｈ 

 

7．1．1 HDMI/NTSC 変換器  

・LASCOM 第 3 世代 STB 映像信号（HDMI）を、既設 NTSC マトリックススイッチ

ャ（SWX-3232）に接続するため信号を変換する。ケーブル含む。 

 

7．1．2 NTSC/HDMI 変換器  

・既設 NTSC マトリックススイッチャ（SWX-3232）の映像信号（NTCS）を、LASCO

M 第 3 世代 IP エンコーダ（HDMI）に接続するために信号を変換する。ケーブル含

む。 

   

7．2 映像設備２（端末局） 

概要：第３世代化に伴い、端末局（VSAT 局）にて、受信した LASCOM 映像信号を

庁舎内のモニタに映像送信するために使用する設備である。 

 

7．2．1 モニタ TV  

・LASCOM 受信映像用 27 インチ TV（HDMI 入力）（壁面金具含む） 

 

7．2．2 OFDM 変調器   

・LASCOM 第 3 世代の STB の受信映像（HDMI）を館内共聴設備に接続するための変

調器。 

 

7．2．3 HDMI 分配器  
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・LASCOM 第 3 世代の STB の HDMI 信号を分配して、各 TV に接続するための HDMI

分配器。 

・1 入力、3出力 

 

7．2．4 HDMI 光延長器  

・LASCOM 第 3 世代の STB の HDMI 信号を光ケーブルで延長するための HDMI 光延長

器。 

延長距離（マルチモード光ファイバー） 最大 300m  

（IMAGENICS 社 CRO-UF1T（4K HDMI マルチモード）相当品） 

 

7．2．5 HDMI エクステンダ 

・LASCOM 第 3 世代の STB の HDMI 信号を LAN ケーブルで延長するための HDMI エク

ステンダ。 

延長距離（LAN ケーブル） 1080p@60Hz, WUXGA：最大 100m、4K@30Hz：最大 70m 

（カナレ電気社 HDE100CP-EXA（4K HDMI LAN ケーブル）相当品） 

 

7．2．6 OA ラック 

市町村/消防局等において、衛星系通信設備（LASCOM、IPSTAR）を設置するため

の OA ラック。 

サイズ：W1400×D700×H700 

（共栄商事 AURORA UD-1400 相当品） 

 

7．2．7 HDMI/NTSC 変換器 

・LASCOM 第 3 世代 STB 映像信号（HDMI）を、NTSC 入力の既設映像設備（マトリ

ックススイッチャ、プロジェクター）に接続するため信号を変換する。ケーブル含

む。 

 

7．3  J-ALERT 受信設備 

概要： 既設第 2 世代は、アンテナを、LASCOM 設備と J-ALERT 設備で共用してい

る。消防庁からの通知により、LASCOM 第 3 世代では LASCOM アンテナからの分岐は

行わず、J-ALERT 専用アンテナの設置を行い、既設 J-ALERT 設備に接続する。 

＜対象：県庁局＞ 

 

7．3．1  J-ALERT 用アンテナ  

現状 J-ALERT は、LASCOM 第 2 世代アンテナから分岐しているが、J-ALERT 専用ア

ンテナの設置を行う。既設 J-ALERT 設備に接続する。 

・J-ALERT 用アンテナ（取付金具含む） 
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7．3．2  J-ALERT アンテナ用ブースター  

J-ALERT アンテナの信号増幅用ブースター（20dB） 

 

7．3．3 6 分配器 

映像信号（同軸ケーブル）を 6 分配するための 6 分配器。 

 

7．4 既設交換系システム改修  

7．4．1 既設交換機の改修 

第 3 世代化に伴い、県内の既設交換機を改修する。 

①―１県庁（防災用交換機 A）→LASCOM 第 3 世代と接続替（OD×10CH） 

②―２西部支部美波局（支部用交換機）→OD トランク接続替等（交換機流用） 

③―３南部支部美馬局（防災用交換機 B）→OD トランク接続替等（交換機流用） 

④―４防災センター（ボタン電話主装置）→ボタン電話主装置（老朽化）のため

撤去する。 

④―５南部防災館（ボタン電話主装置）→OD トランク接続替等（ボタン電話主装

置流用） 

 

１）概要 

交換系システムは、県庁、支部局相互間で IP 通信による音声伝送及びＦＡＸ通

信等の交換接続を行なっている。 

また、県内の各局から県庁統制局の衛星系システムを経由して地域衛星通信ネッ

トワークに加入した県外の衛星地球局に対して電話及びＦＡＸ通信等の接続制御

を行なっている。 

本工事では、地域衛星通信ネットワークが現行の第２世代から第３世代へ移行に

伴い、以下の改修を行う。 

（1）交換機改修 

     ア．県庁防災 IP 交換機と地域衛星通信ネットワークに接続している OD20

回線の内 OD10 回線を第 3世代接続用として設定し、未使用となる 10 回線は廃止と

する。なお、第 2 世代との接続・併用は行わない。 

   イ．支部用交換機と地域衛星通信ネットワークに接続している OD4 回線の

内、OD2 回線を第 3 世代接続として設定し、未使用となる 2 回線は廃止とする。な

お、第 2 世代の接続・併用は行わない。 

 

２）改修対象機器 

（1）徳島県庁（VSAT 局） 

ア．防災 IP 交換機    1 台(改修) 

（2）徳島合庁 

ア．支部用交換機        1 台(改修) 
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（3）東部支部徳島 

ア．支部用交換機        1 台(改修) 

（4）東部支部鳴門 

ア．支部用交換機        1 台(改修) 

（5）東部支部吉野川 

ア．支部用交換機        1 台(改修) 

（6）西部支部美馬（VSAT 局） 

ア．支部用交換機        1 台(改修) 

（7）西部支部三好 

ア．支部用交換機        1 台(改修) 

（8）南部支部阿南 

ア．支部用交換機        1 台(改修) 

（9）南部支部美波（VSAT 局） 

ア．支部用交換機        1 台(改修) 

（10）南部支部那賀 

ア．支部用交換機        1 台(改修) 

（11）防災センター（ボタン電話主装置）（VSAT 局） 

→ボタン電話主装置（老朽化）のため撤去する。 

（12）南部防災館（ボタン電話主装置）（VSAT 局） 

→OD トランク接続替等（ボタン電話主装置流用） 

 

３）改修内容 

（1）交換機改修 

ア．地域衛星通信ネットワーク第 3 世代回線移行により、徳島県防災電話網番号

体系 

（衛星回線利用の県内接続 036（県番号）追加）を行う。 

イ．地域衛星通信ネットワーク第 3 世代回線との接続は、OD 接続とする。OD イ

ンタフェース用品は、既設流用とする。 

ウ．県庁防災 IP 交換機の既設 20 回線の内 10 回線を第 3 世代接続とし、第 2 世

代から第 3 世代への配線の接続替えを行なう。なお、未使用の 10 回線は廃止（設

定削除） 

とする。 

エ．支部交換機の既設 4 回線の内 2 回線を第 3 世代接続とし、第 2 世代から第 3

世代への配線の接続替えを行なう。なお、未使用の 2 回線は廃止（設定削除）とす

る。 

オ．上記改修の設計・設定・現地調整を行う。 

 

7．5 既設ヘリサットシステム改修 
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7．5．1 既設設備改修 

・制御装置更新：WIN7 の端末であり OS サポート外の為、H/W 更新。 

・変復調装置更新：経年劣化を考慮し更新。 

対象：県庁局 

 

7．5．2 新設機器（IF 合成分配装置、収容架改造） 

概要：第 3世代化に伴う、IF 合成・分配装置の新設、収容架改造 

対象：県庁局 

 

7．5．3 第 3 世代化伴う、動作確認、免許申請 

概要：第 3世代化に伴う、ヘリサットシステムの動作確認（LASCOM 更新時の動作

確認）および、LASCOM 第 3 世代化に伴う免許申請（携帯基地地球局免許：ヘリサッ

ト用）に必要な資料作成すること。（一財）自治体衛星通信機構に依頼（総務省の

検査用）するためのデータ測定および総務省指定様式の検査データ記録を作成も含

む。 

対象：県庁局 

 

7．6 既設 IP ネットワークシステムとの切り離し（LAN ケーブルのディスコネクト） 

・LASCOM 第 2 世代設備を撤去時に、LASCOM 第 2 世代設備と L3/L2SW（IP ネット

ワークシステム用）を接続している既設 LAN ケーブルを抜くこと（以下の 3 局）。 

・LASCOM 第 3 世代では、既設 IP ネットワークシステムとの接続は行わない。 

 

＜既設 IP ネットワークシステムとの接続箇所（参考）：現地にて LASCOM 第 2 世

代設備との接続ポートを確認すること＞ 

・県庁：L3-SWⅠ(1) ポート 1 

・西部支部美馬：L2-SW ポート 4 

・南部支部美波：L2-SW ポート 4 

 

7．7 既設 UPS バッテリー交換 

7．7．1 既設 UPS バッテリー交換 

改修内容：劣化による既設 UPS バッテリーの交換を行う。 

対象局：THA3000-10 用バッテリパック：71 式（西部美馬は 2 式使用、県庁局と

東部防災館（UPS 新設局）は除く） 

    ラックマウント用バッテリーパック：1 式（徳島中央警察署局） 
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第 8 節 新設機器数量 

新設機器の数量は次表の通りとする。数量の変更がある場合には速やかに監督

職員へ相談のうえ協議を行う。 
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表２ 新設機器数量表（合計） 

県庁局 支部局 県出先局 市町村局 消防局 防災関係局

局数 1 10 16 24 13 11

No 装置
機器仕様
項目番号

装置員数 装置員数 装置員数 装置員数 装置員数 装置員数 計

1 県庁局

2 衛星通信設備

3 2.4mφアンテナ装置 3.1 1 1

4 80W　SSPB　現用予備（屋外仕様） 3.9 1 1

5 LNB（受信用低雑音増幅器） 3.3 1 1

6 デハイドレータ 3.8 1 1

7 合成・分配器 ヘリサット接続用 3.17 1 1

8 IDU 3.4 2 2

9 インピーダンス変換機 3.12.1 1 1

10 ＤＣカット 3.12.2 1 1

11 送受信装置収容架 （SSPB用） 3.11 1 1

12 VoIP-GW(OD) 3.7.2 5 5

13 IP映像送出用エンコーダ 3.5 1 1

14 STB 3.6 5 5

15 機器収容架 3.18 1 1

16 L2SW（全国共用網） 3.13 3 3

17 監視制御装置及び監視制御部　LASCOM第3世代（県庁局） 3.15 1 1

18 第３世代用制御端末 3.16 1 1

19 MC(メディアコンバータ） 3.14 8 8

20 エアコン（県庁シェルター用） 3.2 1 1

21 免許申請（地球局免許） 3.21 1 1

22 免許申請（ヘリサット免許） 3.22 1 1

23 J-ALERT受信設備(県庁局)

24 Jアラート用アンテナ 7.3.1 1 1

25 Jアラートアンテナ用ブースター 7.3.2 1 1

26 6分配器 7.3.3

27 消防庁一斉受令設備（第3世代用）

28 消防庁一斉受令端末 4.3 1 1

29 消防庁一斉受令端末用ディスプレイ 4.4 1 1

30 消防庁一斉受令端末用警告灯 4.6 1 1

31 消防庁一斉受令端末用プリンタ 4.5 1 1

32 帯域制限装置 4.6 1 1

33 消防庁一斉指令設備収容卓 4.8 1 1

34 映像設備１（県庁局）

35 HDMI/NTSC変換器 7.1.1 5 5

36 NTSC/HDMI変換器 7.1.2 1 1

37  

38 VAST局

39 衛星通信設備

40 1.2mΦアンテナ装置　（融雪なし） 3.2 3 2 23 12 40

41 4W BUC 3.10 3 2 23 12 40

42 LNB 3.3 3 2 23 12 40

43 IDU 3.4 3 2 23 12 40

44 VoIP-GW (OD) 3.7.2 2 1 3

45 VoIP-GW (FXS) 3.7.1 1 1 25 12 39

46 映像送出用エンコーダ 3.5

47 STB 3.6 3 2 25 12 42

48 第3世代用制御端末 3.16 3 2 25 12 42

49 L2SW（全国共用網） 3.13 3 2 27 12 44

50 TEL（電話機　LASCOM用） 3.19 1 1 25 12 39

51 MC(メディアコンバータ） 3.14 12 12

52 機器収容架 3.18

53 映像設備２（端末局）

54 モニタTV 7.2.1 1 1 2

55 OFDM変調器 7.2.2

56 HDMI分配器 7.2.3 1 1 2 4

57 HDMI光延長器 7.2.4 2 2

58 HDMIｴｸｽﾃﾝﾀﾞ 7.2.5 2 2

59 OAﾗｯｸ 7.2.6 1 1

60 HDMI/NTSC変換器 7.2.7 1 1 2

61 民間衛星サービス装置１（新IPSTAR）

62 衛星送受信機器（アンテナ、衛星モデム） 5.1.1、5.1.2 1 10 16 23 12 11 73

63 HUB（VPNルータ） 5.1.3 2 12 19 29 12 11 85

64 IP電話（専用電話） 5.2.1 2 12 16 25 12 11 78

65 FAX（汎用品） 5.2.2 2 12 17 25 12 11 79

66 PC（汎用品） 5.2.3 2 12 17 25 12 11 79

67 UPSⅡ3kVA 5.2.4 1 1

68 IPSTAR設置工事トレーニング料 5.3 6 6

69 民間衛星サービス装置２（StarLink）

70 衛星機器（アンテナ、電源、Router（Wi-Fi）） 6.1 2 2

71 PC（汎用品） 6.2 2 2

72

73 既設交換系システム改修

74 既設交換機の改修 7.4.1 1 1

75 既設ヘリサットシステム改修

76 ①既設設備改修（既設メーカ推奨） 7.5.1 1 1

77 ②新設機器（IF合成分配装置） 7.5.2 1 1

78 ③第3世代化伴う、動作確認、免許申請 7.5.3 1 1

79 既設IPネットワークシステムとの切り離し
80 既設IPネットワークシステムとの切り離し（1式、3局） 7.6 1
81 既設UPSバッテリー交換
82 既設UPSバッテリー交換（一式：71台） 7.7.1 11 14 23 12 11 71 
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表３ 新設機器数量表（内訳１：支部局） 

No 装置 品　名
機器仕様
項目番号

0201 徳島
合同庁舎

0202 鳴門
合同庁舎

0203 吉野
川合同庁舎

0204 東部
県土整備局
徳島庁舎

0205 南部
総合県民局
阿南庁舎

0206 南部
総合県民局
美波庁舎

0207 南部
総合県民局
那賀庁舎

0208 西部
総合県民局
美馬庁舎

0209 西部
総合県民局
三好庁舎

0210 防災
センター

小計

1 VSATｱﾝﾃﾅφ1.2m,4WBUC,LNB VSATアンテナ 3.2 1 1 1 3
2 IDU IDU 3.4 1 1 1 3
3 STB STB 3.6 1 1 1 3
4 VoIP GW（FXS） VoIP GW 3.7.1 1 1
5 VoIP GW（OD） 3.7.2 1 1 2
6 TEL TEL 3.19 1 1
7 制御端末ﾉｰﾄ型 制御端末 3.16 1 1 1 3
8
9 TVﾓﾆﾀ TVモニタ 7.2.1 1 1

10 L2SW L2SW 3.13 1 1 1 3
11 IP-STARｱﾝﾃﾅφ1.2m IP-STARアンテナ 5.1.1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10
12 IP-STARﾓﾃﾞﾑ IP-STARモデム 5.1.2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10
13 HUB（VPNルータ） HUB 5.1.3 1 1 1 1 1 2 1 2 1 1 12
14 PCﾉｰﾄ型 PC 5.2.3 1 1 1 1 1 2 1 2 1 1 12
15 IP電話機 IP電話機 5.2.1 1 1 1 1 1 2 1 2 1 1 12
16 FAXﾌﾟﾘﾝﾀ FAXプリンタ 5.2.2 1 1 1 1 1 2 1 2 1 1 12
17
18
19
20
21 ﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾊﾞｰﾀ メディアコンバータ 3.14
22
23 HDMI分配器 HDMI分配器 7.2.3 1 1
24 HDMI光延長器 HDMI光延長器 7.2.4
25 HDMIｴｸｽﾃﾝﾀﾞ HDMIエクステンダ 7.2.5 2 2
26
27 分配器 分配器 7.3.3
28
29 OAﾗｯｸW1400×D700×H700 OAラック 7.2.6
30
31 HDMI/NTSC変換器 HDMI/NTSC変換器 7.2.7 1 1
32
33 UPSⅡ3kVA UPSⅡ 5.2.4
34 既設UPS　バッテリ交換 7.7.1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 11  
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表４ 新設機器数量表（内訳２：県出先局） 

No 装置 品　名
機器仕様
項目番号

0301 消防
防災航空隊

0302 南部
防災館

0303 木屋
平詰所

0304 中央
病院

0305 三好
病院

0306 海部
病院

0307 鳴門
病院

0308 宮川
内ダム

0309 福井
ダム

0310 企業
局総合管理
推進セン
ター

0311 正木
ダム

0312 川口
発電所

0313 勝浦
発電所

0314 西部
防災館

0315 徳島
中央警察署

0316 東部
防災館

小計

1 VSATｱﾝﾃﾅφ1.2m,4WBUC,LNB VSATアンテナ 3.2 1 1 2
2 IDU IDU 3.4 1 1 2
3 STB STB 3.6 1 1 2
4 VoIP GW（FXS） VoIP GW 3.7.1 1 1
5 VoIP GW（OD） 3.7.2 1 1
6 TEL TEL 3.19 1 1
7 制御端末ﾉｰﾄ型 制御端末 3.16 1 1 2
8
9 TVﾓﾆﾀ TVモニタ 7.2.1

10 L2SW L2SW 3.13 1 1 2
11 IP-STARｱﾝﾃﾅφ1.2m IP-STARアンテナ 5.1.1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 16
12 IP-STARﾓﾃﾞﾑ IP-STARモデム 5.1.2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 16
13 HUB（VPNルータ） HUB 5.1.3 1 2 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 2 1 1 19
14 PCﾉｰﾄ型 PC 5.2.3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 16
15 IP電話機 IP電話機 5.2.1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 17
16 FAXﾌﾟﾘﾝﾀ FAXプリンタ 5.2.2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 17
17
18
19
20
21 ﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾊﾞｰﾀ メディアコンバータ 3.14
22
23 HDMI分配器 HDMI分配器 7.2.3 1 1
24 HDMI光延長器 HDMI光延長器 7.2.4
25 HDMIｴｸｽﾃﾝﾀﾞ HDMIエクステンダ 7.2.5
26
27 分配器 分配器 7.3.3
28
29 OAﾗｯｸW1400×D700×H700 OAラック 7.2.6
30
31 HDMI/NTSC変換器 HDMI/NTSC変換器 7.2.7 1 1
32
33 UPSⅡ3kVA UPSⅡ 5.2.4 1 1
34 既設UPS　バッテリ交換 7.7.1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 14  
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表５ 新設機器数量表（内訳３：市町村局） 

No 装置 品　名
機器仕様
項目番号

0401
徳島
市

0402
鳴門
市

0403
小松
島市

0404
阿南
市

0405
吉野
川市

0406
阿波
市

0407
美馬
市

0408
三好
市

0409
勝浦
町

0410
上勝
町

0411
佐那
河内
村

0412
石井
町

0413
神山
町

0414
那賀
町

0415
牟岐
町

0416
美波
町

0417
海陽
町

0418
松茂
町

0419
北島
町

0420
藍住
町

0421
板野
町

0422
上板
町

0423
つる
ぎ町

0424
東み
よし
町

小計

1 VSATｱﾝﾃﾅφ1.2m,4WBUC,LNB VSATアンテナ 3.2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 23
2 IDU IDU 3.4 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 23
3 STB STB 3.6 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 25
4 VoIP GW（FXS） VoIP GW 3.7.1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 25
5 VoIP GW（OD） 3.7.2
6 TEL TEL 3.19 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 25
7 制御端末ﾉｰﾄ型 制御端末 3.16 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 25
8
9 TVﾓﾆﾀ TVモニタ 7.2.1

10 L2SW L2SW 3.13 1 2 3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 27
11 IP-STARｱﾝﾃﾅφ1.2m IP-STARアンテナ 5.1.1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 23
12 IP-STARﾓﾃﾞﾑ IP-STARモデム 5.1.2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 23
13 HUB（VPNルータ） HUB 5.1.3 2 1 2 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 2 1 2 1 1 1 1 1 1 29
14 PCﾉｰﾄ型 PC 5.2.3 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 25
15 IP電話機 IP電話機 5.2.1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 25
16 FAXﾌﾟﾘﾝﾀ FAXプリンタ 5.2.2 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 25
17
18
19
20
21 ﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾊﾞｰﾀ メディアコンバータ 3.14 2 4 2 4 12
22
23 HDMI分配器 HDMI分配器 7.2.3 1 1 2
24 HDMI光延長器 HDMI光延長器 7.2.4 2 2
25 HDMIｴｸｽﾃﾝﾀﾞ HDMIエクステンダ 7.2.5
26
27 分配器 分配器 7.3.3
28
29 OAﾗｯｸW1400×D700×H700 OAラック 7.2.6 1 1
30
31 HDMI/NTSC変換器 HDMI/NTSC変換器 7.2.7
32
33 UPSⅡ3kVA UPSⅡ 5.2.4
34 既設UPS　バッテリ交換 7.7.1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 23  
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表６ 新設機器数量表（内訳４：消防局） 

No 装置 品　名
機器仕様
項目番号

0501 徳島
市消防局

0502 鳴門
市消防

0503 小松
島市消防

0504 阿南
市消防

0505 美馬
市消防

0506 那賀
町消防

0507 名西
消防

0508 海部
消防

0509 板野
東部消防

0510 板野
西部消防

0511 中央
広域連合

0512 美馬
西部消防

0513 みよ
し広域連合

小計

1 VSATｱﾝﾃﾅφ1.2m,4WBUC,LNB VSATアンテナ 3.2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
2 IDU IDU 3.4 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
3 STB STB 3.6 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
4 VoIP GW（FXS） VoIP GW 3.7.1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
5 VoIP GW（OD） 3.7.2
6 TEL TEL 3.19 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
7 制御端末ﾉｰﾄ型 制御端末 3.16 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
8
9 TVﾓﾆﾀ TVモニタ 7.2.1 1 1

10 L2SW L2SW 3.13 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
11 IP-STARｱﾝﾃﾅφ1.2m IP-STARアンテナ 5.1.1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
12 IP-STARﾓﾃﾞﾑ IP-STARモデム 5.1.2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
13 HUB（VPNルータ） HUB 5.1.3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
14 PCﾉｰﾄ型 PC 5.2.3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
15 IP電話機 IP電話機 5.2.1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
16 FAXﾌﾟﾘﾝﾀ FAXプリンタ 5.2.2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
17
18
19
20
21 ﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾊﾞｰﾀ メディアコンバータ 3.14
22
23 HDMI分配器 HDMI分配器 7.2.3
24 HDMI光延長器 HDMI光延長器 7.2.4
25 HDMIｴｸｽﾃﾝﾀﾞ HDMIエクステンダ 7.2.5
26
27 分配器 分配器 7.3.3
28
29 OAﾗｯｸW1400×D700×H700 OAラック 7.2.6
30
31 HDMI/NTSC変換器 HDMI/NTSC変換器 7.2.7
32
33 UPSⅡ3kVA UPSⅡ 5.2.4
34 既設UPS　バッテリ交換 7.7.1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12  
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表７ 新設機器数量表（内訳５：防災関係局） 

No 装置 品　名
機器仕様
項目番号

0601 長安
口ダム

0602 徳島
地方気象台

0603 徳島
海上保安部

0604 第１
４施設隊

0605 徳島
教育航空群

0606 第２
４航空隊

0607 日赤
県支部

0608 徳島
赤十字病院

0609 NHK徳
島放送局

0610 四国
放送

0611 エフ
エム徳島

小計

1 VSATｱﾝﾃﾅφ1.2m,4WBUC,LNB VSATアンテナ 3.2
2 IDU IDU 3.4
3 STB STB 3.6
4 VoIP GW（FXS） VoIP GW 3.7.1
5 VoIP GW（OD） 3.7.2
6 TEL TEL 3.19
7 制御端末ﾉｰﾄ型 制御端末 3.16
8
9 TVﾓﾆﾀ TVモニタ 7.2.1

10 L2SW L2SW 3.13
11 IP-STARｱﾝﾃﾅφ1.2m IP-STARアンテナ 5.1.1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11
12 IP-STARﾓﾃﾞﾑ IP-STARモデム 5.1.2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11
13 HUB（VPNルータ） HUB 5.1.3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11
14 PCﾉｰﾄ型 PC 5.2.3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11
15 IP電話機 IP電話機 5.2.1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11
16 FAXﾌﾟﾘﾝﾀ FAXプリンタ 5.2.2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11
17
18
19
20
21 ﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾊﾞｰﾀ メディアコンバータ 3.14
22
23 HDMI分配器 HDMI分配器 7.2.3
24 HDMI光延長器 HDMI光延長器 7.2.4
25 HDMIｴｸｽﾃﾝﾀﾞ HDMIエクステンダ 7.2.5
26
27 分配器 分配器 7.3.3
28
29 OAﾗｯｸW1400×D700×H700 OAラック 7.2.6
30
31 HDMI/NTSC変換器 HDMI/NTSC変換器 7.2.7
32
33 UPSⅡ3kVA UPSⅡ 5.2.4
34 既設UPS　バッテリ交換 7.7.1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11  
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第 4 章 設備工事 

 

第 1 節 共通事項 

 

1．1 基本事項 

（1）工法 

ア．本工事に適用する空中線取付、機器取付、配線等の工法は、電気設備技術基準、

その他電気及び通信に関する一般的工法によるものとし、システムの長期間連続運

転に適する。 

イ．工法の選定にあたっては、特に耐震性を考慮し、各局に共通する標準工法につい

ては、工事着手前に図面等説明資料を提出し、甲の承認を受ける。 

（2）施工図 

ア．施工図の作成にあたっては、工事設計図面に示す敷地平面図、建物の立面図・平

面図及び機器配置図等をもとに現地調査を行うとともに、基本的事項について甲と

打合せを行う。 

イ．施工図は工事設計図面に基づいて作成し、施工方法の細部及び仕様材料の寸法･

規格等を明記する。 

ウ．現地調査の結果、工事設計図面の軽微な変更を必要とする場合は甲の承認を得る。 

エ．必要により、強度計算書等の説明資料を提出する。 

（3）仮設･養生 

ア．工事足場等は、堅ろうに設置し、常に安全に注意する。 

イ．県監督員事務所、受注者工事事務所、材料置き場及び従業員宿舎等の仮設物を設

ける場合は、設置位置及び内容について甲の承認を受ける。 

ウ．在来部分、施工済部分、未使用部分などで、汚染または損傷の恐れがあるものは

適切な方法で養生を行う。 

（4）搬入･保管 

ア．通信機器及び工事材料の現場搬入は、あらかじめ甲に日程を連絡し、承認を得た

後行う。 

イ．搬入する通信機器及び工事材料の内容一覧をすみやかに甲に提出し、必要により

搬入検査を受ける。 

ウ．搬入品の現場保管には十分な注意をはらい、工事中の養生はもちろんのこと、水

害、火災、盗難その他の事故防止に努める。 

（5）クレーン 

ア．空中線等の設置に際し、必要に応じクレーン車を用意する。 

イ．クレーン車の選定にあたっては、自立できるもので、施工条件、近隣環境と施工

計画との関連を考慮して、安全な作業ができる能力を持った機種を選定する。 

ウ．クレーン車を使用する場合には、作業範囲、作業条件を考慮して、安定度、接地

圧、アウトリガー反力等の検討及び確認を行い、クレーンの倒壊、転倒、転落、逸
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走、吊荷の落下等による危害を防止するために必要な措置を講じなければならない。 

（6）モノレール 

ア．機材搬入に際し、必要に応じモノレールを用意する。 

イ．モノレールの仕様は、最大積載量 3000kg/45°とする。 

（7）既設建物での工事 

ア．既設建物の改修を必要とする場合は詳細な施工図を提出して甲の承認を受ける。 

イ．既設建物へ鉄柱等の屋外構造物を取り付ける場合は、できるだけ防水層を損傷し

ないように計画し、取付部の詳細な施工図及び強度計算書を提出して甲の承認を受

ける。 

ウ．壁貫通、床貫通の穴あけは、方法、寸法、位置について図面により甲の承認を受

ける。 

（8）既設構造物の加工 

ア．既設構造物の加工は最小限にとどめ、いたずらに塗装や塗色を傷めたり、穴、キ

ズを生じせしめないように、十分な注意を払い加工を行う。 

イ．コンクリート、木造建物、鉄塔に加工を施す場合には、その規模、範囲について

甲に説明し、承認を求める。 

ウ．建物の床、壁の加工については最小限にとどめる。 

エ．構造上及び美観上の欠陥が生じないように配慮する。 

オ．構造材となる、壁、梁、床を貫通または削る場合は鉄筋等の骨材や構造材の損傷

に十分注意し施工する。 

 

1．2 屋外工事 

（1）耐候性等 

ア．屋外で使用する鋼材には原則として溶融亜鉛メッキを施す。 

イ．屋外で使用するボルトナット・ボックス類は溶融亜鉛メッキ仕上げまたはステン

レス製とする。なお、溶融亜鉛メッキ仕上げの場合、メッキ厚等に関する仕様は JIS 

H8641-HDZ35 （350g 以上／㎡）に準拠する。 

ウ．屋外で使用するプルボックスはステンレス製とする。 

（2）高所作業等 

ア．建柱及び空中線吊り上げ等の高所作業は十分な安全管理の上実施するものとし、

工事方法についてあらかじめ甲の承認を受ける。 

イ．強風、降雨時、荒天時の作業は中止するなどして労働災害の発生の防止を心がけ、

作業の安全確保を行う。 

 

1．3 屋内工事 

（1）機器の固定方法等 

ア．機器、ケーブルラック、ボックス類は床または壁へ固定する。モルタル壁及び軽

量鉄骨壁への固定方法は甲の指示による。 
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（2）配線 

ア．配線材料は JIS 規格品または同等以上の 1 級品を使用する。 

イ．ケーブル等が耐火構造の防火区域等の隔壁、床を貫通する場合は適切な耐火処理

を施す。 

ウ．屋内で使用する鋼材には電気メッキまたは塗装を施す。 

 

1．4 植栽工事 

（1）工事実施に際し、施工上障害となる植栽は、別の場所に一時的に移植する。 

（2）移植先選定にあたっては、極力移植元の土壌と同等な場所を選定する。 

（3）工事完了後は、速やかに元の場所に戻す。 

 

1．5 空中線工事 

（1）空中線取付 

ア．空中線の取り付け場所の設定には、電波の相互干渉、指向性及び建物等とのクリ

アランスを考慮して行う。 

イ．既設の鉄塔、鉄柱、パンザマストを使用して空中線を取り付ける場合は、塗装、

金具の取替、補強等、必要な補修を行う。 

（2）給電線布設 

ア．使用する給電線はすべて新設とする。 

イ．給電線の屋外部布設方法は、他の空中線の指向性に影響のないようにする。 

ウ．布設経路は原則として工事設計図面によるものとし、ラック、ダクト、電線管ま

たはクランプにより固定する。また、ラックの支持間隔は原則として、水平部で 2m

以下、垂直部で 3m 以下とし、固定金具で固定する。 

エ．給電線布設経路において容易に触れる部分、並びに飛来物によって損傷を受ける

恐れのある部分は、ダクト、電線管等による隠ぺい構造とするか、適切な保護カバ

ーを設ける。 

オ．屋外での接栓接続部は、振動により接続不良が生じないように確実に施工し、完

全な防水処理を施す。 

カ．給電線の建物貫通部は、その構造に応じて適切な防水処理を施す。 

 

1．6 通信機器工事 

（1）機器据付 

ア．機器の据付は、耐震を十分に考慮して堅ろうに行う。 

イ．機器の固定は「建築設備耐震設計・施工指針 2014 年版」による 

ウ．機器の床据付には架台を使用し、清掃用具等が直接機器に触れることによる損傷、

水ぬれを防ぐように配慮する。 

エ．卓上型の機器は机等の設置台に固定し、この設置台は床面または壁面等に固定す

る。 
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（2）分電盤等 

ア．分電盤及び端子箱は適切な寸法、構造、外観を有するものとし、製作承認図また

はカタログを提出する。 

イ．分電盤には原則として配線用遮断器を使用する。 

ウ．通信用配線盤は回線の接続替え、試験等が容易に行えるようにジャンパ接続とす

る。 

（3）配線 

ア．機器相互間の配線にはケーブルラック、ピット、ダクト及び電線管等を使用し、

原則として露出配線は行わない。 

イ．既設ルートがある場合は監督員の指示に従い、そのルートを極力利用する。 

ウ．各室間の配線ルートは原則として工事設計図面によるが、詳細は現地調査の上で

決定する。 

エ．使用線材は使用目的に応じた適切なものを選択し、甲の承認を受ける。また、可能

な限りエコケーブルを使用する。 

オ．主な電線、ケーブルの端末部には線種、相手側機器端子名を明記した札をつけ、

竣工図に付線表を添付する。 

カ．線端処理はケーブル種別に応じて適切に行う。 

（4）システムの移行 

ア．システムの移行及び切替えについては、その設備機能が円滑且つ安全に移行され

るよう心掛けるものとし、徳島県総合情報通信ネットワークシステム網を極力停止

しないよう留意する。 

イ．万一既設設備等に損傷を与えた場合、また、既設徳島県総合情報通信ネットワー

クシステムの運用に影響を与えた場合は、請負者の責において速やかに復旧する。 

ウ．既設システムとの接続試験に関しては、既設システムの保守受託業者を配置させ

る等、万全の体制で行う。 

 

1．7 電源設備工事 

（1）受変電設備 

ア．既設受変電設備接続作業については、詳細な施工図を作成し、承諾を受け施工方

法、手順について甲及び施設管理者と十分な打合せを行った上に施工する。 

イ．工事施工に当たっては、感電事故に十分な注意を払い、電源ケーブル接続作業は、

休日及び祝日に受電を停止してから行うことを原則とする。 

ウ．据え付け及び配管等で火気を使用する場合は、特に注意し、適切な方法により施

工する。 

 

1．8 移設工事 

（1）本工事の実施にあたり庁舎設備が配置上支障となる場合は、適当な位置に移設する。 

（2）庁舎設備の移設については、庁舎管理者の了解を得るため局別にまとめた施工図を
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別途提出する。 

（3）移設位置、施工方法は施工図に明記してあらかじめ甲の承認を受ける。 

（4）移設のための休止時間は甲の指示によるものとし、なるべく短時間で実施する。 

（5）移設のため必要となる工事材料は乙が準備する。 

 

1．9 仮設工事 

（1）仮設に伴う既設設備の運用停止期間は、最短となるよう計画し、あらかじめ甲の承

認を受ける。 

 

1．10 撤去工事 

（1）撤去の時期及び撤去後の集積場所は甲の指示による。 

（2）機器の撤去にあたって別途指示する再使用するものについては損傷を与えないよう

に注意する。 

（3）撤去後の建物内外装の補修は十分に行うものとし、細部は甲の括示による。 

（4）局舎・鉄塔の撤去は基礎まで撤去し、埋め戻し整地する。 

 

1．11 調整工事 

システムの性能を最大限に発揮させるため、現地で総合調整・試験を行う。 

（1）調整・試験の項目、規格、方法、データ様式についてはあらかじめ甲と協議し承認

を受ける。 

（2）調整・試験の工程は甲と打ち合わせるものとし、必要により甲が立ち会う。 

 

1．12 官庁検査関連工事 

（1）法令に定める工事落成後の検査には、乙が立ち会う。 

（2）官庁検査の結果、再度現地調整試験を行う必要がある場合は、乙の責任においてこ

れを実施する。 

 

 

1．13 県庁局の LASCOM 施工中の映像受信 

（1）県庁局においては、LASCOM 施工中も LASCOM 映像受信を継続するため、第 3 世代設備

での映像受信が可能になるまで、LASCOM 第 2 世代設備を使用して映像受信を継続する

こと。LASCOM 第 2 世代設備の撤去は第 3 世代設備の映像受信可能後に実施すること。 

（2）県庁局においては、LASCOM 第 2 世代空中線と第 3 世代空中線は別場所に設置する計

画のため、LASCOM 施工中も LASCOM 第 2 世代空中線での受信が可能である。 

 

1．14 その他工事  

（1）新設設備を既設システムや他システム等と接続する場合は、接続工事を実施する時

期及び手順等について甲と十分打合せる。 
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（2）新設設備運用開始までに必要な一切の作業は乙が行う。 

 

以上 

 


